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第一部【企業情報】 

  

第１【企業の概況】 

  

１【主要な経営指標等の推移】 

(1)連結経営指標等 

 （注）１．事業収益には消費税及び地方消費税（以下、消費税等という）は含まれていない。 

２．第２期中及び第２期の潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載

していない。また、第４期中の潜在株式調整後１株当たり中間純利益金額については、潜在株式が存在するものの１株

当たり中間純損失であるため記載していない。 

  

回次 第２期中 第３期中 第４期中 第２期 第３期 

会計期間 

（自 平成15年 
４月１日 

至 平成15年 
９月30日） 

（自 平成16年
４月１日 

至 平成16年 
９月30日）

（自 平成17年
４月１日 

至 平成17年 
９月30日）

（自 平成15年
４月１日 

至 平成16年 
３月31日） 

（自 平成16年 
４月１日 

至 平成17年 
３月31日）

事業収益(百万円) 944,476 1,075,762 1,112,346 1,931,742 2,129,876

経常利益又は損失
（△）(百万円) 

△49,879 107,873 9,780 △71,938 69,805

中間（当期）純利益又
は純損失（△） 
(百万円) 

△57,591 82,962 △12,042 △88,619 30,096

純資産額(百万円) 190,964 244,050 178,630 159,273 194,746

総資産額(百万円) 2,122,874 2,223,190 2,196,666 2,113,418 2,162,654

１株当たり純資産額 
（円） 

97.33 123.89 90.23 81.16 98.34

１株当たり中間(当期)
純利益又は純損失
（△）(円) 

△29.36 42.14 △6.08 △45.19 15.24

潜在株式調整後１株当
たり中間(当期)純利益 
（円） 

－ 37.78 － － 13.66

自己資本比率（％） 9.0 11.0 8.1 7.5 9.0

営業活動によるキャッ
シュ・フロー(百万円) 

△5,797 108,797 77,115 76,345 145,275

投資活動によるキャッ
シュ・フロー(百万円) 

△55,592 △20,837 △61,513 △85,382 △21,456

財務活動によるキャッ
シュ・フロー(百万円) 

7,261 24,496 △81,841 7,615 △6,290

現金及び現金同等物の
中間期末（期末）残高 
(百万円) 

91,285 256,226 195,576 143,327 260,933

従業員数（名） 54,879 54,289 54,384 54,053 53,962



(2)提出会社の経営指標等 

 （注）１．事業収益には消費税及び地方消費税（以下、消費税等という）は含まれていない。 

２．潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益金額については、第２期中及び第２期は潜在株式が存在しないため記載

していない。 

回次 第２期中 第３期中 第４期中 第２期 第３期 

会計期間 

（自 平成15年 
４月１日 

至 平成15年 
９月30日） 

（自 平成16年
４月１日 

至 平成16年 
９月30日）

（自 平成17年
４月１日 

至 平成17年 
９月30日）

（自 平成15年
４月１日 

至 平成16年 
３月31日） 

（自 平成16年 
４月１日 

至 平成17年 
３月31日）

事業収益(百万円) 14,384 8,358 15,729 21,329 16,197

経常利益(百万円) 9,002 383 8,391 10,167 489

中間(当期)純利益 
(百万円) 

8,782 297 8,165 8,701 270

資本金(百万円) 100,000 100,000 100,000 100,000 100,000

発行済株式総数 
（千株） 

1,980,465 2,045,465 1,982,383 1,980,465 1,982,383

純資産額(百万円) 289,456 295,551 277,147 285,648 276,965

総資産額(百万円) 741,021 1,011,929 992,753 931,961 1,016,808

１株当たり純資産額 
（円） 

146.55 144.60 139.95 145.54 139.84

１株当たり中間(年間)
配当額(円) 

－ － － － 4

１株当たり中間(当期)
純利益(円) 

4.44 0.15 4.12 4.41 0.13

潜在株式調整後１株当
たり中間(当期)純利益 
(円) 

－ 0.13 3.70 － 0.12

自己資本比率(％) 39.1 29.2 27.9 30.7 27.2

従業員数(名) 129 183 178 148 182



２【事業の内容】 

 当社グループ（当社及び当社の関係会社）は、航空運送事業、航空運送関連事業、旅行企画販売事業、カード・リース事業、

その他事業を営んでおり、当中間連結会計期間における事業内容の重要な変更はない。なお、当中間連結会計期間より事業の種

類別セグメントの表示区分を変更しており、変更の内容については、「第５〔経理の状況〕注記事項（セグメント情報）」に記

載している。また、主要な関係会社に異動はない。なお、連結子会社、持分法適用会社の異動については、次項「関係会社の状

況」に記載している。 

  

３【関係会社の状況】 

(1) 新規 

 該当事項はない。 

  

(2) 除外 

 従来、連結子会社で航空機内食の調製及び搭載事業を行っていたNIKKO INFLIGHT CATERING CO.,LTD.は、平成17年５月27日

に、保有株式を売却しており、当中間連結会計期間において連結子会社から除外している。 

 また、従来、連結子会社で航空燃油業を行っていた株式会社ジェイエフティは、重要性の観点から、当中間連結会計期間に

おいて連結子会社から除外している。 

  



４【従業員の状況】 

(1）連結会社の状況 

 （注） 従業員数は就業人員である。 

  

(2）提出会社の状況 

 （注） 人数には執行役員 4名および社外への出向者等 144名は含まず、派遣社員 15名を含んでいる。 

  

(3）労働組合の状況 

 労使関係について特に記載すべき事項はない。 

  

  

  平成17年９月30日現在

事業の種類別セグメントの名称 従業員数（名）

航空運送事業 23,907

航空運送関連事業 19,703

旅行企画販売事業 4,943

カード・リース事業 428

その他事業 5,403

合計 54,384

  平成17年９月30日現在

  従業員数（名）

地上社員 178



第２【事業の状況】 

  

１【業績等の概要】 

  

(1)業績 

 当中間連結会計期間のJALグループを取り巻く経営環境は、燃油価格が歴史的な水準で高騰を続ける中、国際線においては中

国各地において発生した「反日デモ」の影響や、昨年12月のスマトラ沖地震の影響から中国線や東南アジア線需要が伸び悩

み、また国内線においては一連の安全問題等から個人旅客を中心に需要が伸び悩んでおり、極めて厳しい状況が続いている。

これに対し、グループを挙げての費用・構造改革を着実に実施したものの、連結ベースでの当中間期売上高は対前年同期365億

円増の１兆1,123億円、営業利益は同711億円減の157億円、経常利益は同980億円減の97億円、中間純損益は同950億円減の中間

純損失120億円となった。 

 事業の種類別セグメントの業績は次のとおりである。 

  

航空運送事業セグメント 

 国際旅客については、米大陸線・韓国線・台湾線が堅調に推移した一方で、東南アジア線・オセアニア線・欧州線が伸び悩

んだほか、反日運動で大きく需要が落ち込んだ中国線の回復も遅れており、有償旅客数で対前年同期比99.9％、有償旅客キロ

ベースでも同100.3％となったように全体として伸び悩んだ。こうした中、「POWER CHINAキャンペーン等販促強化」、「JMBツ

アー造成強化」、「チャーター便の積極的な設定」等の各種需要喚起策を行ったほか、長距離線での２食目をお客様のお好き

な時間に召し上がっていただく「フリースタイルダイニング」の導入、機内インターネットサービス拡大等機内サービス改善

にも努めた。この間、単価は、燃油高騰に伴う運賃の改定や燃油サーチャージの追加を主因に同103.9%となり、その結果、収

入は、対前年同期144億円増の3,604億円となった。 

 国内旅客については、安全運航に係る一連のトラブルの影響継続等から個人旅客需要が伸び悩んだ。好評な「クラスJ」やe

ビジネスの更なる推進、国内航空会社で初めて導入した「タッチ＆ゴー」による「JAL ICチェックインサービス」の拡大強化

に努める等、引き続き販売施策の積極的な展開を行ったが、需要は有償旅客数で対前年同期比99.0％、有償旅客キロベースで

同99.0％と前年を下回った。この間、単価は燃油高騰に伴う燃油特別付加運賃の導入にもかかわらず同99.7%と下落したことか

ら、収入は同44億円減少し、3,404億円となった。 

 国際貨物については、世界経済が景気回復局面にあるなか、海外発需要はアジア・中国発米国向けが堅調だったが、日本発

需要は、半導体関連製品やデジタル家電の在庫調整遅れから軟調に推移し、全体では有償貨物トン・キロベースで対前年同期

比96.5％となった。この間、単価は燃油高騰に伴う燃油サーチャージを主因に同106.0%と上昇し、この結果収入は同19億円増

の854億円となった。 

 以上により、国際線、国内線をあわせた旅客、貨物等の総輸送量は対前年同期比98.7％となり、売上高は同202億円増の

8,844億円、営業利益は67億円となった。 

  



 部門別売上高は、次のとおりである。 

  

科目 
前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

構成比 
（％） 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日)

構成比
（％）

対前年比
（％） 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

構成比
（％）

国際線    

旅客収入（百万円） 346,040 40.0 360,443 40.8 104.2 671,291 39.5

貨物収入（百万円） 83,540 9.7 85,480 9.7 102.3 171,399 10.1

郵便収入（百万円） 3,537 0.4 3,917 0.4 110.7 7,632 0.4

手荷物収入（百万円） 1,239 0.2 1,138 0.1 91.9 2,487 0.1

小計（百万円） 434,358 50.3 450,979 51.0 103.8 852,810 50.1

国内線    

旅客収入（百万円） 344,912 39.9 340,493 38.5 98.7 674,732 39.7

貨物収入（百万円） 15,338 1.8 14,585 1.7 95.1 30,534 1.8

郵便収入（百万円） 4,791 0.5 5,204 0.6 108.6 9,963 0.6

手荷物収入（百万円） 108 0.0 140 0.0 129.2 234 0.0

小計（百万円） 365,151 42.2 360,424 40.8 98.7 715,464 42.1

国際線・国内線合計 
（百万円） 

799,509 92.5 811,403 91.8 101.5 1,568,275 92.2

その他の航空運送収益
（百万円） 

22,327 2.6 26,864 3.0 120.3 46,473 2.7

付帯事業収入（百万円） 42,343 4.9 46,193 5.2 109.1 86,619 5.1

合計（百万円） 864,180 100.0 884,461 100.0 102.3 1,701,367 100.0



 連結輸送実績は、次のとおりである。 

 （注）１．旅客キロは、各区間有償旅客数（人）に該当区間距離（キロ）を乗じたものであり、輸送量（トン・キロ）は、各区間

輸送量（トン）に当該区間距離（キロ）を乗じたものである。 

２．区間距離は、IATA（国際航空運送協会）、ICAO（国際民間航空機構）の統計資料と同じ算出基準の大圏距離方式で算出

してある。 

３．国際線：㈱日本航空インターナショナル＋日本アジア航空㈱＋㈱ジャルウェイズ 

国内線：㈱日本航空インターナショナル＋㈱日本航空ジャパン＋日本トランスオーシャン航空㈱＋㈱ジャルエクスプレ

ス＋日本エアコミューター㈱＋㈱北海道エアシステム＋㈱ジェイエア＋琉球エアーコミューター㈱ 

但し、前中間連結会計期間の国内線には、琉球エアーコミューター㈱を含まない。 

  

項目 
前中間連結会計期間
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日)

対前年比(％)
（利用率はポ
イント差） 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日)

国際線   

有償旅客数 （人） 7,238,656 7,230,244 99.9 14,743,222

有償旅客キロ （千人・キロ） 34,350,600 34,444,365 100.3 68,986,317

有効座席キロ （千席・キロ） 49,770,767 50,754,677 102.0 99,492,256

有償座席利用率 （％） 69.0 67.9 △1.1 69.3

有償貨物トン・キロ （千トン・キロ） 2,340,786 2,259,975 96.5 4,681,726

郵便トン・キロ （千トン・キロ） 68,982 76,575 111.0 149,058

有償(合計)トン・キロ （千トン・キロ） 5,606,133 5,530,216 98.6 11,252,602

有効トン・キロ （千トン・キロ） 8,273,302 8,486,495 102.6 16,613,543

有償重量利用率 （％） 67.8 65.2 △2.6 67.7

国内線   

有償旅客数 （人） 22,521,914 22,286,276 99.0 44,705,084

有償旅客キロ （千人・キロ） 16,869,741 16,708,672 99.0 33,367,574

有効座席キロ （千席・キロ） 26,463,985 25,991,109 98.2 52,410,183

有償座席利用率 （％） 63.7 64.3 0.6 63.7

有償貨物トン・キロ （千トン・キロ） 196,655 191,380 97.3 394,566

郵便トン・キロ （千トン・キロ） 37,013 40,845 110.4 77,769

有償(合計)トン・キロ （千トン・キロ） 1,498,151 1,484,330 99.1 2,973,756

有効トン・キロ （千トン・キロ） 3,114,043 3,047,129 97.9 6,157,241

有償重量利用率 （％） 48.1 48.7 0.6 48.3

合計   

有償旅客数 （人） 29,760,570 29,516,520 99.2 59,448,306

有償旅客キロ （千人・キロ） 51,220,341 51,153,037 99.9 102,353,891

有効座席キロ （千席・キロ） 76,234,752 76,745,786 100.7 151,902,439

有償座席利用率 （％） 67.2 66.7 △0.5 67.4

有償貨物トン・キロ （千トン・キロ） 2,537,441 2,451,355 96.6 5,076,292

郵便トン・キロ （千トン・キロ） 105,995 117,420 110.8 226,827

有償(合計)トン・キロ （千トン・キロ） 7,104,284 7,014,546 98.7 14,226,358

有効トン・キロ （千トン・キロ） 11,387,345 11,533,624 101.3 22,770,784

有償重量利用率 （％） 62.4 60.8 △1.6 62.5



航空運送関連事業セグメント 

 機内食販売を行う株式会社ティエフケーは、航空各社の国際線旅客数が増加したこと等により、前年同期比で増収となっ

た。また、航空機への動力販売等を行う株式会社エージーピーにおいては、羽田空港において第２旅客ターミナル開業後の動

力事業収入が増加しているほか、中部国際空港関係の売上が加わったこと等により、堅調に推移した。 

 以上により、航空運送関連事業セグメントの売上高は、対前年同期161億円増の1,590億円、営業利益は同9億円減の25億円と

なった。 

  

旅行企画販売事業セグメント 

 株式会社ジャルパックは、中国方面向けを始めとしてほとんどの方面で取扱い人数が減少しており、減収となった。株式会

社ジャルツアーズは、沖縄方面が引き続き好調なほか、愛知万博の開催により中部方面への需要が大幅に伸びるなどほとんど

の方面で取扱い人数が増加し、増収となった。 

 以上により、旅行企画販売事業セグメントの売上高は、対前年同期32億円減の2,185億円、営業利益は同5億円増の16億円

なった。 

  

カード・リース事業セグメント 

 カード事業の株式会社ジャルカードは、各種新規会員獲得施策により会員数が前中間期末比15%増の約149万人となるなど取

扱高が大幅に増加し、増収となった。 

 以上により、カード・リース事業セグメントの売上高は300億円、営業利益は23億円となった。 

 なお、「カード・リース事業」の連結全体に占める割合の増加に伴い、当中間連結会計期間より同セグメントを独立表示し

ている。 

  

その他事業セグメント 

 商事会社である株式会社JALUXは、昨年12月の羽田空港第２ターミナル開業により利用客が分散し、羽田空港内売店で減収に

なったものの、不動産・食品関連や航空機部品の売上が好調で、前年同期比で増収となった。ホテル事業を営む株式会社JALホ

テルズは、昨年10月以降９件の新規運営受託があったが、川崎日航ホテルの売却による運営受託化や近隣に競合ホテルが開業

したホテル日航ベイサイド大阪の減収等により、前年同期比で減収となった。 

 以上により、その他事業セグメントの売上高は1,020億円、営業利益は29億円となった。 

  

(2)キャッシュ・フロー 

 当中間連結会計期間のキャッシュ・フローについては、税金等調整前中間純損失58億円、減価償却費620億円等により、営業

活動によるキャッシュ・フローが771億円のキャッシュ・インフロー（前年同期は1,087億円のキャッシュ・インフロー）と

なった。また、投資活動によるキャッシュ・フローについては、航空機の取得等により615億円のキャッシュ・アウトフロー

（同208億円のキャッシュ・アウトフロー）となった。財務活動によるキャッシュ・フローは、借入金の返済・社債の償還を進

めたことにより818億円のキャッシュ・アウトフロー（同244億円のキャッシュ・インフロー）となった。これらの結果、現金

及び現金同等物の期末残高は、1,955億円（同2,562億円）となった。 

  

２【生産、受注及び販売の状況】 

 当グループは、生産、受注及び販売に該当する業種・業態がほとんどないため「業績等の概要」に含めて記載している。 

  

３【対処すべき課題】 

 当中間連結会計期間において、新たに発生した事業上及び財務上の対処すべき課題は、次の通りである。 

JALグループでは持株会社と事業会社の一社化を最終目標とした「スリムなグループ運営体制の構築」を目指し、2006年10月に国

際旅客事業・貨物事業を担当している株式会社日本航空インターナショナルと国内旅客事業を担当している株式会社日本航空

ジャパンについて、株式会社日本航空インターナショナルを存続会社として合併し、事業会社の統合を図ることを決定した。

又、当初事業会社との統合を目指していた持株会社株式会社日本航空については、今後のグループ資本政策における柔軟性を維

持するため、法人として維持することとした。ただし、同社は基本的に事業会社との兼務者で構成することで、必要最小限の規

模にスリム化し、事業会社との一元化を目指すこととする。なお、事業会社の統合に先立ち、マーケティングの更なる強化を早

期に実現するため、2006年４月に販売体制を再編し、株式会社ジャルセールスを株式会社日本航空インターナショナルに合併す

ることとした。 



４【経営上の重要な契約等】 

当中間連結期間において、新たに締結した重要な契約は以下の通りである。 

  

５【研究開発活動】 

 「研究開発費等に係る会計基準」に合致する研究開発費を発生させる活動はない。 

  

  

契約会社名 相手方の名称 国名 契約品目 契約締結日 

株式会社日本航空 

インターナショナル 

メキシカーナ航空 メキシコ 旅客便のコードシェア 平成17年9月6日 

マレブ・ハンガリー 

航空 
ハンガリー 旅客便のコードシェア 平成17年9月28日 

スカイマークエア 

ラインズ 
日本 旅客便のコードシェア 

平成17年1月27日 

（運航開始日は平

成17年4月1日） 

株式会社日本航空 

ジャパン 

スカイマークエア 

ラインズ 
日本 旅客便のコードシェア 

平成17年1月27日 

（運航開始日は平

成17年4月1日） 



第３【設備の状況】 

  

１【主要な設備の状況】 

(1）航空機 

 当中間連結会計期間においての異動は、以下のとおりである。 

  

なお、当中間連結会計期間におけるタイムリースを除く新たな航空機リース契約の概要は以下のとおりである。 

 （注） リース期間は当該機種の最終日を表示している。 

  

会社名 機種 
機数
（機）

異動年月・事由
取得価額又は売却時
の簿価（百万円） 

株式会社日本航空 
インターナショナル 

ボーイング777型 1 平成17年７月取得 14,300 

ダグラスDC-10型 1 平成17年４月売却 580 

ダグラスDC-10型 1 平成17年８月売却 507 

ダグラスDC-10型 1 平成17年９月売却 513 

株式会社日本航空 
ジャパン 

エアバスA300型 1 平成17年４月売却 654 

エアバスA300型 1 平成17年７月売却 315 

日本航空機製造YS-11型 1 平成17年９月売却 29 

会社名 機種 
機数
（機）

契約相手先 リース期間 

株式会社日本航空 
インターナショナル 

賃借航空機 
（オペレーティングリース） 

  

  ボーイング767型 1
有限会社シナリバー・
アビエーション・ 
ファイナンシング 

平成28年８月27日 

株式会社ジャルキャ
ピタル 

賃借航空機 
（ファイナンスリース） 

  

    
マーキュリーパレスリーシン
グ有限会社他４社 

平成29年４月21日 

  

ボーイング777型 4

エスエムエルシー・ケンタウ
ルス有限会社他３社 

平成29年６月28日 

  
有限会社ユージェイエル・ゼ
ウス他３社 

平成29年７月20日 

    
ビーパルズリーシング有限会
社他３社 

平成29年９月６日 

  ボンバルディアDHC-8-400型 1
エスエムエルシー・オクタン
ス有限会社 

平成27年８月４日 



(2）事業所 

① 提出会社 

 当中間連結会計期間において、主要な事業所の異動はない。 

  

② 国内子会社 

 当中間連結会計期間において、株式会社JALホテルズは平成17年５月に以下の設備を売却した。 

  

２【設備の新設、除却等の計画】 

(1）前連結会計年度末において計画中であった重要な設備の新設、除却等について、当中間連結会計期間に重要な変更があった

ものは、次のとおりである。 

  

会社名 事業所名 設備の内容

帳簿価額（百万円） 

建物及び
構築物 

備品その
他 

土地
合計 

面積 金額 

株式会社JALホテル
ズ 

川崎日航ホテル 
（神奈川県川崎市） 

ホテル 2,775 140 1,373㎡ 3,418 6,334

会社名 設備の内容 変更の内容

株式会社日本航空 
インターナショナル 

航空機
（ダグラスDC-10型機１機） 除却予定時期を平成18年度から平成17年度へ変更 

  （ボーイング747-400型機３機） 購入（平成23年度受領予定）の取り消し 

  （ボーイング777型機１機）
平成19年度受領予定機について型式をB777-300型
からB777-200型へ変更 

株式会社ジャルウェイズ 
航空機
（ダグラスDC-10型機１機） 除却予定時期を平成18年度から平成17年度へ変更 



(2）当中間連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、除却等の計画は次のとおりである。 

 （注） ※ 12月決算会社のため当中間連結会計期間として１月から６月までに確定した計画を表示している。 

  

  

会社名 設備の内容 
投資予定総額又は期末
帳簿価額（百万円） 

受領又は除却等の予定
時期 

株式会社日本航空 
インターナショナル 

航空機 
（ボーイング737-800型機30機購
入） 

236,566
平成18年度～ 
平成22年度 

  （ボーイング767型機３機購入） 48,661 平成19年度 

  （ボーイング767F型機４機購入） 66,492
平成19年度～ 
平成20年度 

  （ボーイング777型機５機購入） 153,018
平成19年度～ 
平成21年度 

  （ボーイング787型機30機購入） 545,479
平成20年度～ 
平成25年度 

  （ボーイング747型機１機売却） 842 平成17年12月 

日本アジア航空株式会社 
航空機 
（ボーイング747型機１機売却） 705 

  
平成18年３月 

琉球エアーコミューター 
株式会社 

航空機 
（ボンバルディアDHC-8-300型機 
１機購入） 

1,968 平成18年12月 

JALUX AMERICAS, INC. 
※ 

航空機 
（ビーチクラフトA36型機５機購
入） 

485
平成17年９月３機 
平成17年10月２機 

  （バロン58型機１機購入） 175 平成17年10月 



第４【提出会社の状況】 

  

１【株式等の状況】 

(1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

  

②【発行済株式】 

 （注） 「提出日現在発行数」欄には、平成17年12月１日からこの半期報告書提出日までの新株引受権付社債の権利行使により発

行されたものは含まれていない。 

  

(2）【新株予約権等の状況】 

① 商法第341条ノ２の規定に基づき発行した新株予約権付社債は、次のとおりである。 

当社は平成16年３月17日開催の取締役会決議により、平成16年４月５日に2011年満期ユーロ円建保証付転換社債型新株予

約権付社債を発行した。 

2011年満期ユーロ円建保証付転換社債型新株予約権付社債（平成16年４月５日発行） 

 （注）１．本新株予約権の行使により当社が新たに発行又はこれに代えて当社の有する当社普通株式を移転（以下当社普通株式の

発行又は移転を当社普通株式の「交付」という。）する当社普通株式の数は、行使された本新株予約権に係る本社債の

発行価額の総額を下記（注）２(2）記載の転換価額で除した数とする。但し、１株未満の端数は切り捨て、現金による

調整は行わない。本新株予約権の行使により単元未満株式が発生する場合には、商法に定める単元未満株式の買取請求

権が行使されたものとして現金により精算する。 

 （注）２．(1）本新株予約権１個の行使に際して払込をなすべき額は、各本社債の発行価額と同額とする。 

種類 会社が発行する株式の総数（株） 

普通株式 6,000,000,000 

Ａ種株式 1,000,000,000 

計 7,000,000,000 

種類 
中間会計期間末現在発行
数（株） 
（平成17年９月30日） 

提出日現在発行数（株）
（平成17年12月16日） 

上場証券取引所名又は
登録証券業協会名 

内容 

普通株式 1,982,383,250 1,982,383,250

東京証券取引所
大阪証券取引所 
名古屋証券取引所 
(各市場第一部) 

－ 

計 1,982,383,250 1,982,383,250 － － 

  
中間会計期間末現在
（平成17年９月30日） 

提出日の前月末現在 
（平成17年11月30日） 

新株予約権付社債の残高（百万円） 100,000 100,000 

新株予約権の数（個） 100,000 100,000 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数 （注）１ 同左 

新株予約権の行使時の払込金額 （注）２ 同左 

新株予約権の行使期間 
自 平成16年４月19日
至 平成23年３月11日の営業終了時 
（行使請求地時間）（注）３ 

同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場
合の株式の発行価格及び資本組入額（円） 

発行価格     440
資本組入額     220 

同左 

新株予約権の行使の条件 
各本新株予約権の一部行使はできないもの
とする。 

同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 （注）４ 同左 



(2）本新株予約権の行使に際して払込をなすべき１株当たりの額（以下「転換価額」という。）は、当初、440円とす

る。 

(3）転換価額は、本新株予約権付社債の発行後、当社が当社普通株式の時価を下回る発行価額又は処分価額で当社普通

株式を発行し又は当社の保有する当社普通株式を処分する場合には、次の算式により調整される。なお、次の算式

において、「既発行株式数」は当社の発行済普通株式（当社が保有するものを除く。）の総数をいう。 

  

  

また、転換価額は、当社普通株式の分割又は併合、当社普通株式の時価を下回る価額をもって当社普通株式の交付

を請求できる新株予約権（新株予約権付社債に付されたものを含む。）の発行が行われる場合その他一定の事由が

生じた場合にも適宜調整される。 

 （注）３．(A）当社が当社の選択により本社債を繰上償還する場合には、償還日の東京における３営業日前の日の営業終了時（行

使請求地時間）以降、(B）本新株予約権付社債の所持人の選択により本社債が償還される場合には、償還通知書が本新

株予約権付社債の要項に従って本社債の支払代理人に預託された時以降、又は(C）当社が本社債につき期限の利益を喪

失した場合には、期限の利益を喪失した時以降は、本新株予約権を行使することはできないものとする。 

 （注）４．商法第341条ノ２第４項の定めにより本社債と本新株予約権のうち一方のみを譲渡することはできない。 

  

② 旧転換社債等に関する事項は、次のとおりである。 

 該当事項はない。 

  

(3）【発行済株式総数、資本金等の状況】 

  

          
既発行株式数 ＋

新発行・処分株式数 × １株当たりの発行・処分価額 

  調整後 

転換価額 
＝ 
調整前 

転換価額 
× 

１株当たりの時価 

  既発行株式数 ＋ 新発行・処分株式数 

年月日 
発行済株式総
数増減数 
（株） 

発行済株式総
数残高（株） 

資本金増減額
（百万円） 

資本金残高
（百万円） 

資本準備金増
減額 
（百万円） 

資本準備金残
高（百万円） 

平成17年４月１日～ 
平成17年９月30日 

― 1,982,383,250 ― 100,000 ― 105,069



(4）【大株主の状況】 

 （注） 日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社、および日本マスタートラスト信託銀行株式会社の所有する株式数は、全て

信託業務に係る株式数である。 

  

    平成17年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

東京急行電鉄株式会社 東京都渋谷区南平台町５番６号 80,397 4.05 

糸山 英太郎 
東京都港区三田三丁目７番18号
THE ITOYAMA TOWER 

80,371 4.05 

東京海上日動火災保険株式会
社 

東京都千代田区丸の内一丁目２番１号 75,837 3.82 

ニッセイ同和損害保険株式会
社 

大阪府大阪市北区西天満四丁目15番10号 45,326 2.28 

日本トラスティ・サービス信
託銀行株式会社（信託口）
（注） 

東京都中央区晴海一丁目８番11号 44,202 2.22 

日本マスタートラスト信託銀
行株式会社（信託口） 
（注） 

東京都港区浜松町二丁目11番３号 40,450 2.04 

富国生命保険相互会社 
（常任代理人 資産管理サー
ビス信託銀行株式会社） 

千代田区内幸町二丁目２番２号
（東京都中央区晴海一丁目８番12号 
晴海アイランドトリトンスクエアオフィス
タワーＺ棟） 

40,001 2.01 

日本航空グループ社員持株会 東京都品川区東品川二丁目４番11号 36,748 1.85 

株式会社みずほコーポレート
銀行（常任代理人 資産管理
サービス信託銀行株式会社） 

東京都千代田区丸の内一丁目３番３号
（東京都中央区晴海一丁目８番12号 
晴海アイランドトリトンスクエアオフィス
タワーＺ棟） 

35,303 1.78 

日本生命保険相互会社 東京都千代田区丸の内一丁目６番６号 33,865 1.70 

計 － 512,503 25.85 



(5）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

 （注）１．「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が6,427千株含まれている。 

２．単元未満株式数には、相互保有株式2,118株と当社所有の自己株式509株が含まれている。なお相互保有株式の内訳は次

のとおりである。 

  

  平成17年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） 
（自己保有株式）
普通株式  2,789,000 

－ － 

完全議決権株式（その他） 
普通株式 

1,954,634,000 
1,954,634 － 

単元未満株式 普通株式 24,960,250 － － 

発行済株式総数 1,982,383,250 － － 

総株主の議決権 － 1,954,634 － 

大阪空港交通株式会社 714株 

株式会社ティエフケイ開発 500株 

國際航空給油株式会社 904株 



②【自己株式等】 

 （注）１．國際航空給油株式会社、東京航空クリーニング株式会社および三栄メンテナンス株式会社は、JAL取引先持株会（東京都

品川区東品川２－４－11）の会員であり、他人名義欄に記載されている３社の所有している株式は全て同持株会名義と

なっている。 

２．このほか相互保有として、株主名簿上は株式会社日本航空インターナショナル名義となっているが、実質的には所有し

ていない株式が2,000株ある。なお、当該株式は上記「発行済株式」の「完全議決権株式（その他）」に含まれている。

  

２【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

 （注） 株価は、東京証券取引所における市場相場である。 

  

３【役員の状況】 

 前事業年度の有価証券報告書提出日後、当半期報告書提出日までの役員の異動は以下の通りである。 

  

(1）役職の異動 

        平成17年９月30日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所 
自己名義所有
株式数（株） 

他人名義所有
株式数（株） 

所有株式数の
合計（株） 

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合 

（％） 

株式会社日本航空 
東京都品川区東品川
２－４－11 

2,043,000 － 2,043,000 0.10

大阪空港交通株式会社 
大阪府池田市空港 
１－９－10 

221,000 － 221,000 0.01

株式会社ティエフケイ開
発 

千葉県成田市大室
1777－38 

13,000 － 13,000 0.00

國際航空給油株式会社 
東京都中央区日本橋
大伝馬町３－２ 

74,000 206,000 280,000 0.01

名古屋エアケータリング
株式会社 

愛知県常滑市セント
レア１－１ 

30,000 － 30,000 0.00

東京航空クリーニング株
式会社 

東京都大田区本羽田
２－１－14 

－ 121,000 121,000 0.00

三栄メンテナンス株式会
社 

千葉県成田市大山 
１－１ 

－ 81,000 81,000 0.00

計 － 2,381,000 408,000 2,789,000 0.14

月別 平成17年４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 

最高（円） 317 312 312 307 323 315 

最低（円） 288 294 295 294 297 299 

新役名 新職名 旧役名 旧職名 氏名 異動年月日 

取締役副社長 
（代表取締役） 

社長補佐、安全
総括、統合推進
本部副本部長 

取締役副社長 
（代表取締役） 

社長補佐、統合
推進本部副本部
長 

羽根田 勝夫 平成17年10月１日

取締役専務 
（代表取締役） 

統合推進本部副
本部長、経営企
画室総括、人材
企画室長、コン
プライアンス室
長、広報部担当 

取締役専務 
（代表取締役） 

総合安全推進室
長、統合推進本
部副本部長、経
営企画室総括、
人材企画室長、
コンプライアン
ス室長、広報部
担当 

西塚 英和 平成17年10月１日

常務取締役 

安全総括補佐、
地球環境部担
当、CSR委員会地
球環境部会長 

常務取締役 

総合安全推進室
長補佐、地球環
境部担当、CSR委
員会地球環境部
会長 

松本 武徳 平成17年10月１日



第５【経理の状況】 

  

１．中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について 

(1）当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成11年大蔵省令第24号。以

下「中間連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成している。 

 なお、前中間連結会計期間（平成16年４月１日から平成16年９月30日まで）については、「財務諸表等の用語、様式及び作

成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年１月30日内閣府令第５号）附則第３項のただし書きにより、改

正前の中間連結財務諸表規則に基づいて作成している。 

  

(2）当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和52年大蔵省令第38号。以下「中

間財務諸表等規則」という。）に基づいて作成している。 

 なお、前中間会計期間（平成16年４月１日から平成16年９月30日まで）については、「財務諸表等の用語、様式及び作成方

法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年１月30日内閣府令第５号）附則第３項のただし書きにより、改正前

の中間財務諸表等規則に基づいて作成している。 

  

２．監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間連結会計期間（平成16年４月１日から平成16年９月30日まで）及び当

中間連結会計期間（平成17年４月１日から平成17年９月30日まで）並びに前中間会計期間（平成16年４月１日から平成16年９月

30日まで）及び当中間会計期間（平成17年４月１日から平成17年９月30日まで）の中間連結財務諸表及び中間財務諸表につい

て、新日本監査法人により中間監査を受けている。 

  

  



１【中間連結財務諸表等】 

(1）【中間連結財務諸表】 

①【中間連結貸借対照表】 

    
前中間連結会計期間末 
（平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間末
（平成17年９月30日） 

前連結会計年度末 
（平成17年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

資産の部       

Ⅰ 流動資産       

１．現金及び預金   257,746  197,819 252,573  

２．受取手形及び営業
未収入金 

※４ 225,600  241,397 222,934  

３．有価証券   573  5,569 666  

４．貯蔵品 ※４ 77,903  82,896 76,335  

５．繰延税金資産   3,359  9,325 9,618  

６．その他   92,760  167,665 123,951  

貸倒引当金   △3,188  △2,836 △2,905  

流動資産合計    654,756 29.5 701,838 32.0  683,174 31.6

Ⅱ 固定資産       

(1)有形固定資産       

１．建物及び構築物 ※４ 240,995  209,480 224,690  

２．機械装置及び運
搬具 

※４ 34,945  32,483 34,770  

３．航空機 ※４ 833,261  822,014 814,760  

４．土地 ※４ 86,333  56,565 66,809  

５．建設仮勘定   43,171  28,620 27,217  

６．その他 ※４ 23,615  21,491 23,496  

有形固定資産合
計 

※１ 
※２ 

 1,262,323 1,170,656  1,191,744 

(2)無形固定資産       

１．ソフトウェア   66,543  66,261 67,871  

２．その他   2,111  1,835 1,983  

無形固定資産合
計 

   68,655 68,096  69,854 

(3)投資その他の資産       

１．投資有価証券 ※４ 77,102  83,293 80,640  

２．長期貸付金   17,854  15,966 16,602  

３．繰延税金資産   51,940  48,546 44,595  

４．その他   93,718  111,119 78,933  

貸倒引当金   △3,273  △2,891 △2,967  

投資その他の資産
合計 

   237,343 256,033  217,804 

固定資産合計    1,568,322 70.5 1,494,787 68.0  1,479,403 68.4

Ⅲ 繰延資産       

１．社債発行費   111  41 76  

  繰延資産合計    111 0.0 41 0.0  76 0.0

資産合計    2,223,190 100.0 2,196,666 100.0  2,162,654 100.0



  

  

    
前中間連結会計期間末 
（平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間末
（平成17年９月30日） 

前連結会計年度末 
（平成17年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

負債の部       

Ⅰ 流動負債       

１．営業未払金   216,641  234,793 213,783  

２．短期借入金   10,584  12,144 11,611  

３．１年内に償還を要
する社債 

  16,700  － 15,000  

４．１年内に返済を要
する長期借入金 

※４ 120,636  115,209 110,636  

５．未払法人税等   4,706  8,609 6,464  

６．繰延税金負債   94  72 154  

７．その他 ※４ 205,417  254,741 211,488  

流動負債合計    574,781 25.9 625,570 28.5  569,140 26.3

Ⅱ 固定負債       

１．社債   310,000  310,000 310,000  

２．長期借入金 ※４ 884,170  800,130 862,223  

３．退職給付引当金   146,253  150,277 149,665  

４．繰延税金負債   182  713 645  

５．その他 ※４ 39,573  104,247 50,458  

固定負債合計    1,380,180 62.0 1,365,369 62.2  1,372,993 63.5

負債合計    1,954,961 87.9 1,990,940 90.7  1,942,133 89.8

少数株主持分       

少数株主持分    24,178 1.1 27,095 1.2  25,774 1.2

資本の部       

Ⅰ 資本金    100,000 4.5 100,000 4.5  100,000 4.6

Ⅱ 資本剰余金    141,775 6.4 136,143 6.2  136,141 6.3

Ⅲ 利益剰余金    17,887 0.8 △54,986 △2.5  △34,978 △1.6

Ⅳ その他有価証券評価
差額金 

   2,605 0.1 5,690 0.2  3,765 0.2

Ⅴ 為替換算調整勘定    △8,888 △0.4 △7,378 △0.3  △9,406 △0.4

Ⅵ 自己株式    △9,329 △0.4 △838 △0.0  △775 △0.1

資本合計    244,050 11.0 178,630 8.1  194,746 9.0

負債、少数株主持分
及び資本合計 

   2,223,190 100.0 2,196,666 100.0  2,162,654 100.0



②【中間連結損益計算書】 

  

    
前中間連結会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円）
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

Ⅰ 事業収益    1,075,762 100.0 1,112,346 100.0  2,129,876 100.0

Ⅱ 事業費    797,976 74.2 905,489 81.4  1,685,675 79.1

営業総利益    277,785 25.8 206,857 18.6  444,201 20.9

Ⅲ 販売費及び一般管理
費 

      

１．販売手数料   64,038  63,623 126,264  

２．貸倒引当金繰入額   289  237 520  

３．人件費   59,215  55,655 118,135  

４．退職給付費用   △5,748  6,179 4,101  

５．減価償却費   7,444  6,003 15,001  

６．その他   65,645 190,885 17.7 59,373 191,071 17.2 124,029 388,051 18.3

営業利益    86,899 8.1 15,785 1.4  56,149 2.6

Ⅳ 営業外収益       

１．受取利息   963  1,206 2,032  

２．受取配当金   820  894 1,137  

３．機材関連報奨額   34,406  － 48,386  

４．為替差益   1,428  3,077 2,075  

５．持分法による投資
利益 

※３ 836  1,021 1,514  

６．デリバティブ評価
益 

  －  2,229 －  

７．その他   5,332 43,787 4.0 3,866 12,294 1.1 9,300 64,446 3.0

Ⅴ 営業外費用       

１．支払利息   12,843  11,293 24,875  

２．航空機材処分損   8,212  4,795 17,417  

３．その他   1,756 22,813 2.1 2,209 18,299 1.6 8,496 50,790 2.3

経常利益    107,873 10.0 9,780 0.9  69,805 3.3



  

  

    
前中間連結会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円）
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

Ⅵ 特別利益       

１．固定資産売却益 ※１ 52  386 1,905  

２．離島路線航空機補
助金 

  －  － 1,716  

３．投資有価証券売却
益 

  569  510 1,334  

４．過年度為替差額   －  1,458 －  

５．その他の特別利益   188 810 0.1 323 2,679 0.2 1,615 6,571 0.3

Ⅶ 特別損失       

１．固定資産処分損 ※２ 8,374  2,169 13,840  

２．リース解約損   6,063  － 9,682  

３．減損損失 ※３ －  13,209 －  

４．その他の特別損失   2,697 17,135 1.6 2,904 18,283 1.6 8,188 31,710 1.5

税金等調整前中間
(当期)純利益又は
純損失（△） 

   91,549 8.5 △5,823 △0.5  44,666 2.1

法人税、住民税及
び事業税 

  3,748  9,430 7,897  

法人税等調整額   3,498 7,246 0.7 △4,826 4,604 0.4 4,251 12,148 0.6

少数株主利益    1,339 0.1 1,615 0.2  2,420 0.1

中間(当期)純利益
又は純損失（△） 

   82,962 7.7 △12,042 △1.1  30,096 1.4



③【中間連結剰余金計算書】 

  

  

    
前中間連結会計期間

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円） 

（資本剰余金の部）     

Ⅰ 資本剰余金期首残高    136,678 136,141  136,678

Ⅱ 資本剰余金増加高     

１．株式交換に伴う新株の発
行 

  5,069 － 5,069 

２．自己株式処分差益   26 5,096 1 1 1,821 6,891

Ⅲ 資本剰余金減少高     

１．自己株式の消却による減
少高 

  － － － － 7,428 7,428

Ⅳ 資本剰余金中間期末(期末)
残高 

   141,775 136,143  136,141

（利益剰余金の部）     

Ⅰ 利益剰余金期首残高    △65,031 △34,978  △65,031

Ⅱ 利益剰余金増加高     

１．中間（当期）純利益   82,962 82,962 － － 30,096 30,096

Ⅲ 利益剰余金減少高     

１．中間純損失   － 12,042 － 

２．配当金   － 7,919 － 

３．役員賞与   43 44 43 

（うち監査役賞与）   (3) 43 (3) 20,007 (3) 43

Ⅳ 利益剰余金中間期末(期末)
残高 

   17,887 △54,986  △34,978



④【中間連結キャッシュ・フロー計算書】 

    
前中間連結会計期間

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・
フロー 

  

１．税金等調整前中間(当期)純
利益又は純損失（△） 

  91,549 △5,823 44,666 

２．減価償却費   61,802 62,053 124,713 

３．有価証券及び投資有価証券
売却損益及び評価損 

  △374 1,315 △171 

４．固定資産除売却損益及び減
損損失 

  15,080 19,824 25,702 

５．退職給付引当金増減額   △17,056 612 △13,645 

６．受取利息及び受取配当金   △1,784 △2,100 △3,170 

７．支払利息   12,843 11,293 24,875 

８．為替差損益   △368 △454 △200 

９．持分法による投資損益   △836 △1,021 △1,514 

10．受取手形及び営業未収入金
の増減額 

  △16,871 △17,957 △16,000 

11．貯蔵品の増減額   △1,712 △6,553 △209 

12．営業未払金の増減額   8,753 20,631 7,545 

13．その他   △26,686 8,837 △15,743 

小計   124,339 90,659 176,848 

14．利息及び配当金の受取額   1,944 2,283 3,648 

15．利息の支払額   △13,182 △11,545 △25,686 

16．法人税等の支払額   △4,304 △4,281 △9,535 

営業活動によるキャッシ
ュ・フロー 

  108,797 77,115 145,275 

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・
フロー 

  

１．定期預金の預入による支出   △1,147 △884 △1,367 

２．定期預金の払戻による収入   109 353 281 

３．固定資産の取得による支出   △60,570 △82,590 △121,960 

４．固定資産の売却による収入   36,077 24,291 94,927 

５．投資有価証券の取得による
支出 

  △1,012 △6,366 △4,531 

６．投資有価証券の売却及び償
還による収入 

  793 703 2,363 

７．貸付金の貸付による支出   △1,196 △758 △2,787 

８．貸付金の回収による収入   2,029 2,229 6,273 

９．その他   4,080 1,509 5,344 

投資活動によるキャッシ
ュ・フロー 

  △20,837 △61,513 △21,456 



  

  

  次へ 

    
前中間連結会計期間

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・
フロー 

  

１．短期借入金増減額   △989 381 39 

２．長期借入による収入   5,859 400 48,182 

３．長期借入金の返済による支
出 

  △56,819 △58,121 △130,978 

４．社債の発行による収入   99,975 － 99,975 

５．社債の償還による支出   △22,000 △15,000 △23,700 

６．親会社による配当金支払額   △7 △7,818 △12 

７．少数株主への配当金支払額   △315 △421 △315 

８．その他   △1,205 △1,261 519 

財務活動によるキャッシ
ュ・フロー 

  24,496 △81,841 △6,290 

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換
算差額 

  638 904 272 

Ⅴ 現金及び現金同等物の増減額   113,094 △65,334 117,801 

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残
高 

  143,327 260,933 143,327 

Ⅶ 連結除外に伴う現金及び現金
同等物の減少額 

  △195 △21 △195 

Ⅷ 現金及び現金同等物の中間期
末（期末）残高 

※ 256,226 195,576 260,933 



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

前中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

１．連結の範囲に関する事項 １．連結の範囲に関する事項 １．連結の範囲に関する事項 

子会社290社のうち次に示す13社を含む

158社が連結の範囲に含められている。 

株式会社日本航空インターナショナル 

株式会社日本航空ジャパン 

日本アジア航空株式会社 

日本トランスオーシャン航空株式会社 

株式会社ジャルウェイズ 

株式会社ジャル エクスプレス 

日本エアコミューター株式会社 

株式会社エージーピー 

株式会社ジャルセールス 

株式会社ジャルパック 

株式会社ジャルツアーズ 

株式会社JALホテルズ 

株式会社JALUX 

従来、持分法適用会社であったJTA 

インフォコム株式会社（ジェイティエイ

インフォコム株式会社より社名変更）及

び琉球エアーコミューター株式会社は株

式購入により持株比率が増加したため、

当中間連結会計期間より連結子会社とし

た。 

また、重要性の観点から日航国際旅行

社(中国)有限公司を当中間連結会計期間

より連結子会社とした。 

従来、連結子会社であったCREATIVE 

TOURS DUSSELDORF GMBHはJALPAK 

INTERNATIONAL (GERMANY) GMBH 

(CREATIVE REISE GMBHより社名変更)と

合併、ORIENT NETWORK (INTERNATIONAL) 

PTE LTD.は清算により、ORIENT NETWORK 

(SINGAPORE) PTE LTD.、株式会社ジャル

プラニング及び株式会社日本航空文化事

業センターは重要性の観点から当中間連

結会計期間より連結の範囲から除外し

た。 

 次に示す会社については社名をそれぞれ

以下のように変更している。 

日本航空株式会社 

→株式会社日本航空インターナショナル 

株式会社日本エアシステム 

→株式会社日本航空ジャパン 

ジェイサザンスカイサービス株式会社 

→JTAサザンスカイサービス株式会社 

   ジェイティエイインフォコム株式会社 

→JTAインフォコム株式会社 

ジェイティエイ商事株式会社 

→JTA商事株式会社 

株式会社ジェイセールス沖縄 

→株式会社ジャルセールス沖縄 

CREATIVE TOURS(EUROPE)B.V. 

→JALPAK INTERNATIONAL(EUROPE)B.V. 

JCT INTERNATIONAL(FRANCE)S.A. 

→JALPAK INTERNATIONAL(FRANCE)S.A. 

CREATIVE REISE GMBH 

→JALPAK INTERNATIONAL(GERMANY)GMBH 

子会社277社のうち次に示す13社を含む

154社が連結の範囲に含められている。 

株式会社日本航空インターナショナル 

株式会社日本航空ジャパン 

日本アジア航空株式会社 

日本トランスオーシャン航空株式会社 

株式会社ジャルウェイズ 

株式会社ジャル エクスプレス 

日本エアコミューター株式会社 

株式会社エージーピー 

株式会社ジャルセールス 

株式会社ジャルパック 

株式会社ジャルツアーズ 

株式会社JALホテルズ 

株式会社JALUX 

従来、連結子会社であったNIKKO 

INFLIGHT CATERING CO.,LTD.は保有株式 

売却に伴い、当中間連結会計期間より連結

の範囲から除外した。 

また、重要性の観点から株式会社ジェイエ

フティを当中間連結会計期間より連結の範

囲から除外した。 

なお、子会社のうち、JAL FSC LESSEE

(CHI)COMPANY,LTD.等123社は、連結の範囲

に含まれていない。非連結子会社は、重要

性の観点からみて、いずれもそれぞれ小規

模であり全体としても、中間連結財務諸表

に重要な影響を及ぼしていない。 

 連結子会社の数 156社 

 連結子会社名は、「第１ 企業の概況」

の４関係会社の状況に記載している。 

 従来、持分法適用会社であったJTAイン

フォコム株式会社(ジェイティエイインフ

ォコム株式会社より社名変更)及び琉球エ

アーコミューター株式会社は株式購入によ

り持株比率が増加したため、当連結会計年

度より連結子会社とした。また、重要性の

観点から日航国際旅行社(中国)有限公司を

当連結会計年度より連結子会社とした。 

 従来、連結子会社であったCREATIVE 

TOURS DUSSELDORF GMBHはJALPAK 

INTERNATIONAL (GERMANY) GMBH (CREATIVE 

REISE GMBHより社名変更)と、また、日本

食材株式会社は株式会社インフライトフー

ズ（大和食材株式会社より社名変更）と合

併、ORIENT NETWORK (INTERNATIONAL) PTE 

LTD.、ORIENT NETWORK (SINGAPORE) PTE 

LTD.及び株式会社オリエント・ネットワー

ク・ジャパンは清算、株式会社ジャルプラ

ニング及び株式会社日本航空文化事業セン

ターは重要性の観点から当連結会計年度よ

り連結の範囲から除外した。 

 次に示す連結子会社については、社名を

それぞれ以下のように変更している。 

日本航空株式会社 

→株式会社日本航空インターナショナル 

株式会社日本エアシステム 

→株式会社日本航空ジャパン 

株式会社ジェイセールス沖縄 

→株式会社ジャルセールス沖縄 

ジェイサザンスカイサービス株式会社 

→JTAサザンスカイサービス株式会社 

株式会社ジェイエイエスエアクラフト 

→株式会社JALエアロパーツ 

CREATIVE TOURS(EUROPE)B.V. 

→JALPAK INTERNATIONAL(EUROPE)B.V. 

JCT INTERNATIONAL(FRANCE)S.A. 

→JALPAK INTERNATIONAL(FRANCE)S.A.S. 

CREATIVE REISE G.M.B.H.  

→JALPAK INTERNATIONAL(GERMANY)GMBH 

REISEBURO CREATIVE TOURS GES.M.B.H. 

→JALPAK  

INTERNATIONAL(AUSTRIA)GES.M.B.H. 

CREATIVE TOURS(SPAIN)S.A. 

→JALPAK INTERNATIONAL(SPAIN)S.A. 

ジェイティエイインフォコム株式会社 

→JTAインフォコム株式会社 

ジェイティエイ商事株式会社 

→JTA商事株式会社 

ジャル・ディー・エフ・エス・デューテ

ィーフリーショッパーズ株式会社 

→株式会社JAL-DFS 

  



前中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

CREATIVE TOURS(SPAIN)S.A. 

→JALPAK INTERNATIONAL(SPAIN)S.A. 

REISEBURO CREATIVE TOURS GES.M.B.H. 

→JALPAK  

 INTERNATIONAL(AUSTRIA)GES.M.B.H. 

株式会社ジェイエイエスエアクラフト 

→株式会社JALエアロパーツ 

   ジャル・ディー・エフ・エス・デューテ

ィーフリーショッパーズ株式会社 

→株式会社JAL-DFS 

なお、子会社のうち、JAL FSC LESSEE

(CHI)COMPANY,LTD.等132社は、連結の範囲

に含まれていない。非連結子会社は、重要

性の観点からみて、いずれもそれぞれ小規

模であり全体としても、中間連結財務諸表

に重要な影響を及ぼしていない。 

  

  

  

  

  

  

  

  
  

株式会社ジェイエイエスメンテナンスサ

ポート 

→株式会社JALメンテナンスサポート 

大和食材株式会社 

→株式会社インフライトフーズ 

SATELLITE TOURS CO.,LTD. 

→JAL SATELLITE TRAVEL CO.,LTD 

名古屋国際サービス株式会社 

→株式会社JALスカイ名古屋 

なお、子会社のうち、JAL FSC LESSEE

(CHI)COMPANY,LTD.等132社は、連結の範囲

に含まれていない。非連結子会社は、重要

性の観点からみて、いずれもそれぞれ小規

模であり全体としても、連結財務諸表に重

要な影響を及ぼしていない。 



前中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

２．持分法の適用に関する事項 ２．持分法の適用に関する事項 ２．持分法の適用に関する事項 

非連結子会社132社及び関連会社93社の

うち、日本タービンテクノロジー株式会社

等21社に対する投資については持分法を適

用している。 

（関連会社） 

株式会社ジャムコ 

空港施設株式会社 

東京空港交通株式会社 

福岡空港ビルディング株式会社 

大阪空港交通株式会社 

名古屋エアケータリング株式会社 

東京シティ・エアターミナル株式会社 

日本タービンテクノロジー株式会社 

福岡エアーカーゴターミナル株式会社 

日東航空整備株式会社 

東京空港冷暖房株式会社 

株式会社びゅうワールド 

CARGO CREATIVE SERVICE CO., LTD. 

株式会社東京ヒューマニアエンタプライ

ズ 

TNN GUAM INC. 

エアフライトジャパン株式会社 

株式会社イーマイルネット 

ジャルインフォテック株式会社 

東京航空クリーニング株式会社 

株式会社東京機内用品製作所 

株式会社ティエフケイ開発 

持分法適用会社であったJTAインフォコ

ム株式会社（ジェイティエイインフォコム

株式会社より社名変更）及び琉球エアーコ

ミューター株式会社は株式購入により持株

比率が増加したため、当中間連結会計期間

より連結子会社としている。 

また、持分法適用会社であったMTJ 

DEVELOPMENT SDN.BHD.は保有株式売却に伴

い、当中間連結会計期間より持分法の適用

範囲から除外している。 

なお、非連結子会社のうちJAL FSC 

LESSEE(CHI)COMPANY,LTD.等132社、及び関

連会社のうち関西空港交通株式会社等72社

は、持分法の適用範囲に含められていな

い。 

持分法非適用の非連結子会社及び関連会

社については、それぞれ中間連結財務諸表

に及ぼす影響が軽微であり、かつ、全体と

しても重要性がない。 

非連結子会社123社及び関連会社99社の

うち、日本タービンテクノロジー株式会社

等21社に対する投資については持分法を適

用している。 

（関連会社） 

株式会社ジャムコ 

空港施設株式会社 

東京空港交通株式会社 

福岡空港ビルディング株式会社 

大阪空港交通株式会社 

名古屋エアケータリング株式会社 

東京シティ・エアターミナル株式会社 

日本タービンテクノロジー株式会社 

福岡エアーカーゴターミナル株式会社 

日東航空整備株式会社 

東京空港冷暖房株式会社 

株式会社びゅうワールド 

CARGO CREATIVE SERVICE LTD. 

株式会社東京ヒューマニアエンタプライ

ズ 

TNN GUAM INC. 

エアフライトジャパン株式会社 

株式会社イーマイルネット 

株式会社JALインフォテック 

東京航空クリーニング株式会社 

株式会社東京機内用品製作所 

株式会社ティエフケイ開発 

なお、非連結子会社のうちJAL FSC 

LESSEE(CHI)COMPANY,LTD.等123社、及び関

連会社のうち関西空港交通株式会社等78社

は、持分法の適用範囲に含められていな

い。 

持分法非適用の非連結子会社及び関連会

社については、それぞれ中間連結財務諸表

に及ぼす影響が軽微であり、かつ、全体と

しても重要性がない。 

 非連結子会社132社及び関連会社96社の

うち、日本タービンテクノロジー株式会社

等21社に対する投資については持分法を適

用している。 

 従来、持分法適用会社であったJTAイン

フォコム株式会社（ジェイティエイインフ

ォコム株式会社より社名変更）及び琉球エ

アーコミューター株式会社は株式購入によ

り持株比率が増加したため、当連結会計年

度より連結子会社とした。 

 また、持分法適用会社であったMTJ 

DEVELOPMENT SDN.BHD.は保有株式売却に伴

い、当連結会計年度より持分法の適用範囲

から除外している。 

（関連会社） 

株式会社ジャムコ 

空港施設株式会社 

東京空港交通株式会社 

福岡空港ビルディング株式会社 

大阪空港交通株式会社 

名古屋エアケータリング株式会社 

東京シティ・エアターミナル株式会社 

日本タービンテクノロジー株式会社 

福岡エアーカーゴターミナル株式会社 

日東航空整備株式会社 

東京空港冷暖房株式会社 

株式会社びゅうワールド 

CARGO CREATIVE SERVICE CO., LTD. 

株式会社東京ヒューマニアエンタプライ

ズ 

TNN GUAM INC. 

エアフライトジャパン株式会社 

株式会社イーマイルネット 

株式会社JALインフォテック 

東京航空クリーニング株式会社 

株式会社東京機内用品製作所 

株式会社ティエフケイ開発 

 ジャルインフォテック株式会社は株式会

社JALインフォテックに社名変更してい

る。 

 なお、非連結子会社のうち、JAL FSC 

LESSEE(CHI)COMPANY,LTD.等132社、及び関

連会社のうち、関西空港交通株式会社等75

社は、持分法の適用範囲に含められていな

い。 

 持分法非適用の非連結子会社及び関連会

社については、それぞれ連結財務諸表に及

ぼす影響が軽微であり、かつ、全体として

も重要性がない。 



  

  

  次へ 

前中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

３．連結子会社の中間決算日等に関する事項 ３．連結子会社の中間決算日等に関する事項 ３．連結子会社の事業年度等に関する事項 

連結子会社のうち、株式会社オーエフシ

ーの中間決算日は８月31日であり、次に示

す27社の中間決算日は６月30日である。 

連結子会社のうち、株式会社オーエフシ

ーの中間決算日は８月31日であり、次に示

す26社の中間決算日は６月30日である。 

 連結子会社のうち、株式会社オーエフ

シーの決算日は２月28日であり、次に示

す27社の決算日は12月31日である。 

INTERNATIONAL IN-FLIGHT CATERING 

CO.,LTD. 

INTERNATIONAL CATERING.,LTD. 

NIKKO INFLIGHT CATERING CO.,LTD. 

JAL HAWAII,INC. 

JAL PASSENGER SERVICES AMERICA,INC. 

JUPITER GLOBAL LIMITED 

PACIFIC FUEL TRADING CORPORATION 

P.T.TAURINA TRAVEL JAYA 

UNIVERSAL HOLIDAYS INC. 

JALPAK TOUR & TRAVEL (THAILAND) 

CO.,LTD. 

HOTEL NIKKO SAIPAN,INC. 

NIKKO HOTELS (U.K.) LTD. 

苫小牧緑化開発株式会社 

PACIFIC INVESTMENT HOLDINGS 

CORPORATION 

HOTEL NIKKO OF SAN FRANCISCO,INC. 

HOTEL NIKKO (U.S.A.) ,INC. 

BENKAY (U.S.A.) ,INC. 

JDC GUAM INC. 

HOTEL NEW NIKKO DE PARIS S.A.S. 

JAL CAPITAL CORPORATION 

JALUX AMERICAS,INC. 

PACIFIC BUSINESS BASE,INC. 

JALUX EUROPE LTD. 

JAPAN AIRLINES MANAGEMENT CORP. 

JALPAK DE MEXICO S.A.DE C.V. 

JLC INSURANCE CO.,LTD. 

日航国際旅行社(中国)有限公司 

INTERNATIONAL IN-FLIGHT CATERING 

CO.,LTD. 

INTERNATIONAL CATERING.,LTD. 

JAL HAWAII,INC. 

JAL PASSENGER SERVICES AMERICA,INC. 

JUPITER GLOBAL LIMITED 

PACIFIC FUEL TRADING CORPORATION 

P.T.TAURINA TRAVEL JAYA 

UNIVERSAL HOLIDAYS INC. 

JALPAK TOUR & TRAVEL (THAILAND) 

CO.,LTD. 

HOTEL NIKKO SAIPAN,INC. 

NIKKO HOTELS (U.K.) LTD. 

苫小牧緑化開発株式会社 

PACIFIC INVESTMENT HOLDINGS 

CORPORATION 

HOTEL NIKKO OF SAN FRANCISCO,INC. 

HOTEL NIKKO (U.S.A.) ,INC. 

BENKAY (U.S.A.) ,INC. 

JDC GUAM INC. 

HOTEL NEW NIKKO DE PARIS S.A.S. 

JAL CAPITAL CORPORATION 

JALUX AMERICAS,INC. 

PACIFIC BUSINESS BASE,INC. 

JALUX EUROPE LTD. 

JAPAN AIRLINES MANAGEMENT CORP. 

JALPAK DE MEXICO S.A.DE C.V. 

JLC INSURANCE CO.,LTD. 

日航国際旅行社(中国)有限公司 

  

他の127社の中間決算日は９月30日であ

る。 

INTERNATIONAL IN-FLIGHT CATERING 

CO., LTD. 

INTERNATIONAL CATERING LTD. 

NIKKO INFLIGHT CATERING CO., LTD. 

JAL HAWAII, INC. 

JAL PASSENGER SERVICES AMERICA, INC. 

JUPITER GLOBAL LIMITED 

PACIFIC FUEL TRADING CORPORATION 

P.T.TAURINA TRAVEL JAYA 

UNIVERSAL HOLIDAYS INC. 

JALPAK TOUR & TRAVEL（THAILAND） 

CO., LTD. 

HOTEL NIKKO SAIPAN, INC. 

NIKKO HOTELS（U.K.）LTD. 

苫小牧緑化開発株式会社 

PACIFIC INVESTMENT HOLDINGS 

CORPORATION 

HOTEL NIKKO OF SAN FRANCISCO, INC. 

HOTEL NIKKO（U.S.A.）, INC. 

BENKAY（U.S.A.）, INC. 

JDC GUAM INC. 

HOTEL NEW NIKKO DE PARIS S.A.S. 

JAL CAPITAL CORPORATION 

JALUX AMERICAS, INC. 

PACIFIC BUSINESS BASE, INC. 

JALUX EUROPE LTD. 

JAPAN AIRLINES MANAGEMENT CORP. 

JALPAK DE MEXICO S.A.DE C.V. 

JLC INSURANCE CO., LTD. 

日航国際旅行社(中国)有限公司 

他の130社の中間決算日は９月30日であ

る。 

 上記28社に係る中間連結決算日との間の

連結会社間取引は、重要な不一致について

のみ修正を行うこととしている。 

 上記27社に係る中間連結決算日との間の

連結会社間取引は、重要な不一致について

のみ修正を行うこととしている。 

 他の128社の決算日は３月31日である。 

 上記28社に係る連結決算日との間の連結

会社間取引は、重要な不一致についてのみ

修正を行うこととしている。 



前中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

４．会計処理基準に関する事項 ４．会計処理基準に関する事項 ４．会計処理基準に関する事項 

(1)重要な資産の評価基準及び評価方法 (1)重要な資産の評価基準及び評価方法 (1)重要な資産の評価基準及び評価方法 

① 有価証券 ① 有価証券 ① 有価証券 

その他有価証券 同左 その他有価証券 

・時価のあるもの   ・時価のあるもの 

 中間決算日の市場価格等に基づく

時価法（評価差額は全部資本直入法

により処理し、売却原価は主として

移動平均法により算定）により評価

している。 

  

  

 決算日の市場価格等に基づく時価

法（評価差額は全部資本直入法によ

り処理し、売却原価は主として移動

平均法により算定）により評価して

いる。 

・時価のないもの   ・時価のないもの 

 主として、移動平均法に基づく原

価法により評価している。 

   主として、移動平均法に基づく原

価法により評価している。 

② デリバティブ ② デリバティブ ② デリバティブ 

 時価法により評価している。 同左 同左 

③ たな卸資産 ③ たな卸資産 ③ たな卸資産 

 主として移動平均法に基づく原価法

により評価している。 

同左 同左 

(2)有形固定資産の減価償却方法 (2)有形固定資産の減価償却方法 (2)有形固定資産の減価償却方法 

① 航空機 ① 航空機 ① 航空機 

本体（予備原動機を含む。） 本体（予備原動機を含む。） 本体（予備原動機を含む。） 

・ボーイング747型機 ・ボーイング747型機 ・ボーイング747型機 

 主として定率法  主として定率法  主として定率法 

（ボーイング747－400型機を除

く。） 

（ボーイング747－400型機を除

く。） 

（ボーイング747－400型機を除

く。） 

・ボーイング747－400型機 ・ボーイング747－400型機 ・ボーイング747－400型機 

 定額法  定額法  定額法 

・ボーイング777型機 ・ボーイング777型機 ・ボーイング777型機 

 定額法  定額法  定額法 

・ボーイング767型機 ・ボーイング767型機 ・ボーイング767型機 

 主として定額法  主として定額法  主として定額法 

・ボーイング737型機 ・ボーイング737型機 ・ボーイング737型機 

 定額法  定額法  定額法 

・DC－10型機 ・DC－10型機 ・DC－10型機 

 主として定率法  主として定率法  主として定率法 

・MD－11型機 ・MD－90型機 ・MD－11型機 

 定額法  定額法  定額法 

・MD－90型機 ・MD－87型機 ・MD－90型機 

 定額法  定額法  定額法 

・MD－87型機 ・MD－81型機 ・MD－87型機 

 定額法  定額法  定額法 

・MD－81型機 ・A300－600型機 ・MD－81型機 

 定額法  定額法  定額法 

・A300－600型機 ・A300型機 ・A300－600型機 

 定額法  定額法  定額法 

・A300型機 予備部品 ・A300型機 

 定額法 主として定率法  定額法 

予備部品   予備部品 

主として定率法   主として定率法 



  

前中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

② 航空機を除く有形固定資産 ② 航空機を除く有形固定資産 ② 航空機を除く有形固定資産 

株式会社日本航空インターナショ

ナル 

株式会社日本航空インターナショ

ナル 

株式会社日本航空インターナショ

ナル 

定額法 同左 同左 

株式会社日本航空ジャパン 株式会社日本航空ジャパン 株式会社日本航空ジャパン 

定額法 同左 同左 

上記以外 上記以外 上記以外 

 主として定率法 同左 同左 

 なお、主な耐用年数は以下のとお

りである。 

 なお、主な耐用年数は以下のとお

りである。 

 なお、主な耐用年数は以下のとお

りである。 

航空機  8～27年 同左 同左 

その他  2～65年     

(3)無形固定資産の減価償却方法 (3)無形固定資産の減価償却方法 (3)無形固定資産の減価償却方法 

定額法 同左 同左 

 自社利用のソフトウェアについては、

社内における利用可能期間（主として５

～７年）に基づく定額法。 

    

(4)繰延資産の処理方法 (4)繰延資産の処理方法 (4)繰延資産の処理方法 

  社債発行費については、商法施行規則

の規定に基づき３年間の均等償却を行っ

ている。 

        同左 同左 

(5)重要な引当金の計上基準 (5)重要な引当金の計上基準 (5)重要な引当金の計上基準 

① 貸倒引当金 ① 貸倒引当金 ① 貸倒引当金 

 債権の貸倒による損失に備えるた

め、一般債権については貸倒実績率法

により、貸倒懸念債権等の個別の債権

については回収可能性を検討し、回収

不能見込額を計上している。 

同左 同左 



  

  

  次へ 

前中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

② 退職給付引当金 ② 退職給付引当金 ② 退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるため、当

連結会計年度末における退職給付債務

及び年金資産の見込額に基づき当中間

連結会計期間末において発生している

と認められる額を計上している。 

 会計基準変更時差異（224,549百万

円）は、主として15年による均等額を

費用処理している。 

 数理計算上の差異は、各連結会計年

度の発生時における従業員の平均残存

勤務期間以内の一定の年数（５～15

年）による定額法により按分した額を

それぞれ発生の翌連結会計年度から費

用処理している。 

 過去勤務債務は、主としてその発生

時に費用処理している。また、一部の

連結子会社は、その発生時における従

業員の平均残存勤務期間以内の一定の

年数により按分した額を費用処理して

いる。 

 従業員の退職給付に備えるため、当

連結会計年度末における退職給付債務

及び年金資産の見込額に基づき当中間

連結会計期間末において発生している

と認められる額を計上している。 

 会計基準変更時差異（224,549百万

円）は、主として15年による均等額を

費用処理している。 

 数理計算上の差異は、主として各連

結会計年度の発生時における従業員の

平均残存勤務期間以内の一定の年数

（５～15年）による定額法により按分

した額をそれぞれ発生の翌連結会計年

度から費用処理している。 

 過去勤務債務は、主としてその発生

時に費用処理している。また、一部の

連結子会社は、その発生時における従

業員の平均残存勤務期間以内の一定の

年数により按分した額を費用処理して

いる。 

 従業員の退職給付に備えるため、当

連結会計年度末における退職給付債務

及び年金資産の見込額に基づき計上し

ている。 

 会計基準変更時差異（224,549百万

円）は、主として15年による均等額を

費用処理している。 

 数理計算上の差異は、主として各連

結会計年度の発生時における従業員の

平均残存勤務期間以内の一定の年数

（５～15年）による定額法により按分

した額をそれぞれ発生の翌連結会計年

度から費用処理している。 

 過去勤務債務は、主としてその発生

時に費用処理している。また、一部の

連結子会社は、その発生時における従

業員の平均残存勤務期間以内の一定の

年数により按分した額を費用処理して

いる。 

  

（追加情報） （追加情報） （追加情報） 

連結子会社である（株）日本航空イ

ンターナショナルを母体企業とする日

本航空厚生年金基金は、平成16年9月

10日付で現行制度に加え、キャッシュ

バランス類似制度等を選択制にて導入

することを決定している。 

 この結果、当中間連結会計期間の営

業利益、経常利益及び税金等調整前中

間純利益が62,401百万円増加してい

る。 

 一部の国内連結子会社は、厚生年金

基金の代行部分について、平成17年４

月１日に厚生労働大臣から将来分支給

義務免除の認可を受けた。当中間連結

会計期間末において測定された返還相

当額（最低責任準備金）は7,691百万

円であり、当該返還相当額（最低責任

準備金）の支払が当中間連結会計期間

末に行われたと仮定して「退職給付会

計に関する実務指針（中間報告）」

（日本公認会計士協会会計制度委員会

報告第13号）第44－２項を適用した場

合に生じる損益の見込額は軽微であ

る。 

 連結子会社である株式会社日本航空

インターナショナルを母体企業とする

日本航空厚生年金基金は、平成16年9

月10日付で現行制度に加え、キャッシ

ュバランス類似制度等を選択制にて導

入することを決定している。 

 この結果、営業利益、経常利益及び

税金等調整前当期純利益が51,292百万

円増加している。なお、当中間連結会

計期間には上記決定に基き営業利益、

経常利益及び税金等調整前中間純利益

を62,401百万円増加させる処理を行っ

たが、当連結会計年度下期に申請及び

認可された規約内容が上記決定内容か

ら一部変更となったため、当連結会計

年度末においてはこの事実を反映した

処理を行っている。 

(6)消費税等の会計処理方法 (6)消費税等の会計処理方法 (6)消費税等の会計処理方法 

 消費税及び地方消費税の会計処理は税

抜方式を採用している。 

同左 同左 

(7)重要なリース取引の処理方法 (7)重要なリース取引の処理方法 (7)重要なリース取引の処理方法 

 主としてリース物件の所有権が借主に

移転すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引については、通常の

賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理

によっている。 

同左 同左 

(8)重要な外貨建の資産又は負債の本邦通

貨への換算基準 

(8)重要な外貨建の資産又は負債の本邦通

貨への換算基準 

(8)重要な外貨建の資産又は負債の本邦通

貨への換算基準 

 外貨建金銭債権債務は、中間決算日の

直物為替相場により円貨に換算し、換算

差額は損益として処理している。なお、

在外子会社等の資産及び負債、収益及び

費用は中間決算日の直物為替相場により

円貨に換算し、換算為替差額は少数株主

持分及び資本の部における為替換算調整

勘定に含めて計上している。 

同左  外貨建金銭債権債務は、決算日の直物

為替相場により円貨に換算し、換算差額

は損益として処理している。なお、在外

子会社等の資産及び負債、収益及び費用

は決算日の直物為替相場により円貨に換

算し、換算為替差額は少数株主持分及び

資本の部における為替換算調整勘定に含

めて計上している。 



前中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

(9)重要なヘッジ会計の方法 (9)重要なヘッジ会計の方法 (9)重要なヘッジ会計の方法 

① ヘッジ会計の方法 ① ヘッジ会計の方法 ① ヘッジ会計の方法 

 繰延ヘッジ処理によっている。な

お、為替予約等が付されている外貨建

金銭債権債務については、振当処理を

行っている。さらに、特例処理の要件

を満たす金利スワップについては、特

例処理を採用している。 

同左 同左 

② ヘッジ手段とヘッジ対象及びヘッジ

方針 

② ヘッジ手段とヘッジ対象及びヘッジ

方針 

② ヘッジ手段とヘッジ対象及びヘッジ

方針 

 外貨建購入契約（航空機等）、外貨

建営業債権・債務（IATA精算、ホテル

料金、物品購入及び外貨建予定取引

等）については、将来の為替レート変

動リスクを回避する目的で、為替予

約、通貨スワップ及び通貨オプション

取引を利用しており、金融負債につい

ては、将来の為替・金利変動による支

払額に及ぼす影響を限定する目的で通

貨スワップ、金利スワップ及び金利オ

プション取引を利用している。また、

商品（航空燃料）の価格変動リスクを

抑制し、コストを安定させることを目

的として、コモディティ・デリバティ

ブ（スワップ、オプション）を利用し

ている。 

同左 同左 

③ ヘッジ有効性評価の方法及びリスク

管理体制 

③ ヘッジ有効性評価の方法及びリスク

管理体制 

③ ヘッジ有効性評価の方法及びリスク

管理体制 

 提出会社及び主要な連結子会社の取

引は、基本方針及び定められた権限に

基づいて行われている。日常業務につ

いては、契約担当部門及び審査組織に

より相互にチェックされる体制となっ

ている。 

 デリバティブ取引状況は定例的に開

催される関係部長会に報告される。 

 なお、その他の連結子会社において

は、各社の権限及び取引限度額の定め

に基づき、取引の都度必要な承認手続

がとられており、ヘッジの有効性につ

いても適時関係部に報告されている。 

同左 同左 

(10)連結納税制度の適用 (10)連結納税制度の適用 (10)連結納税制度の適用 

 連結納税制度を適用している。        同左 同左 

５．連結子会社の資産及び負債の評価に関す

る事項 

５．連結子会社の資産及び負債の評価に関す

る事項 

５．連結子会社の資産及び負債の評価に関す

る事項 

 連結子会社の資産及び負債の評価につい

ては、全面時価評価法を採用している。 

同左 同左 

６．連結調整勘定の償却に関する事項 ６．連結調整勘定の償却に関する事項 ６．連結調整勘定の償却に関する事項 

 連結調整勘定の償却については、５年間

の均等償却を行っている。 

同左 同左 

７．利益処分項目等の取扱いに関する事項 ７．利益処分項目等の取扱いに関する事項 ７．利益処分項目等の取扱いに関する事項 

 中間連結剰余金計算書は、中間連結会計

期間中に確定した連結会社の利益処分（損

失処理）に基づいて作成されている。 

同左  連結剰余金計算書は、連結会計年度中に

確定した連結会社の利益処分（損失処理）

に基づいて作成されている。 



  

中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

  

  

  次へ 

  

前中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

８．中間連結キャッシュ・フロー計算書にお

ける資金の範囲 

８．中間連結キャッシュ・フロー計算書にお

ける資金の範囲 

８．連結キャッシュ・フロー計算書における

資金の範囲 

 現金及び現金同等物には、現金及び取得

日から３ヶ月以内に満期が到来する流動性

の高い、容易に換金可能であり、かつ、価

値の変動について僅少なリスクしか負わな

い短期投資を計上している。 

同左 同左 

前中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

───── 
  

  

  

  

  

  

  

  

  

（固定資産の減損に係る会計基準） 

 当中間連結会計期間より、固定資産の減損

に係る会計基準（「固定資産の減損に係る会

計基準の設定に関する意見書」（企業会計審

議会 平成14年８月９日））及び「固定資産

の減損に係る会計基準の適用指針」（企業会

計基準適用指針第６号 平成15年10月31日）

を適用している。これにより経常利益は14百

万円減少し、税金等調整前中間純損失は

13,223百万円増加している。 

 なお、減損損失累計額については、改正後

の中間連結財務諸表規則に基づき各資産の金

額から直接控除している。 

───── 



注記事項 

（中間連結貸借対照表関係） 

  

前中間連結会計期間末 
（平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間末
（平成17年９月30日） 

前連結会計年度末 
（平成17年３月31日） 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額 ※１ 有形固定資産の減価償却累計額 ※１ 有形固定資産の減価償却累計額 

1,629,115百万円 1,611,238百万円 1,612,847百万円 

※２ 有形固定資産の圧縮記帳累計額 ※２ 有形固定資産の圧縮記帳累計額 ※２ 有形固定資産の圧縮記帳累計額 

21,484百万円 23,212百万円 23,153百万円 

 ３ 偶発債務  ３ 偶発債務  ３ 偶発債務 

(1）保証債務の内訳は、次のとおりであ

る。 

(1）保証債務の内訳は、次のとおりであ

る。 

(1）保証債務の内訳は、次のとおりであ

る。 

（銀行借入金等に対する保証） （銀行借入金等に対する保証） （銀行借入金等に対する保証） 

㈱東京ヒューマニア
エンタプライズ 

7,500百万円

従業員ローン 7,052 

TNN GUAM INC. 1,861 

その他非連結子会社
等７社 

818 

その他 
（取引先１社） 

63 

計 17,295 
  

㈱東京ヒューマニア
エンタプライズ 

11,250百万円

従業員ローン 6,192 

その他非連結子会社
等２社 

59 

その他 
（取引先１社） 

67 

計 17,569 

㈱東京ヒューマニア
エンタプライズ 

11,500百万円

従業員ローン 6,705 

TNN GUAM INC. 1,769 

その他非連結子会社
等２社 

62 

その他 
（取引先１社） 

59 

計 20,096 

(2）保証予約及び経営指導念書等の内訳

は、次のとおりである。 

(2）保証予約及び経営指導念書等の内訳

は、次のとおりである。 

(2）保証予約及び経営指導念書等の内訳

は、次のとおりである。 

（銀行借入金等に対する保証予約及び
経営指導念書等） 

（銀行借入金等に対する保証予約及び
経営指導念書等） 

（銀行借入金等に対する保証予約及び
経営指導念書等） 

従業員ローン 979百万円

その他関係会社３社 86 

計 1,066 

従業員ローン 732百万円

その他関係会社３社 61 

計 794 

従業員ローン 847百万円

関係会社３社 74 

計 921 

※４ 担保資産及び担保付き債務 ※４ 担保資産及び担保付き債務 ※４ 担保資産及び担保付き債務 

 担保に供されている資産は次のとおり

である。 

 担保に供されている資産は次のとおり

である。 

 担保に供されている資産は次のとおり

である。 

航空機 529,286百万円

貯蔵品 53,126 

投資有価証券 34,126 

建物・土地等 240,024 

計 856,563 

航空機 552,098百万円

貯蔵品 52,126 

投資有価証券 51,014 

建物・土地等 187,520 

計 842,759 

航空機 556,308百万円

貯蔵品 49,675 

投資有価証券 37,070 

建物・土地等 201,120 

計 844,174 

 担保付き債務は次のとおりである。  担保付き債務は次のとおりである。  担保付き債務は次のとおりである。 

長期借入金等 570,607百万円 長期借入金等 512,389百万円 長期借入金等 544,779百万円

   また、連結子会社株式の一部を上記債

務の担保に供している。 

 また、連結子会社株式の一部を上記債

務の担保に供している。 

 ５ 連結子会社における貸出コミットメン

トに係る貸出未実行残高 

 ５ 連結子会社における貸出コミットメン

トに係る貸出未実行残高 

 ５ 連結子会社における貸出コミットメン

トに係る貸出未実行残高 

 連結子会社のファイナンス業務におけ

る貸出コミットメントに係る貸出未実行

残高は次のとおりである。 

 連結子会社のファイナンス業務におけ

る貸出コミットメントに係る貸出未実行

残高は次のとおりである。 

 連結子会社のファイナンス業務におけ

る貸出コミットメントに係る貸出未実行

残高は次のとおりである。 

貸出コミットメント
の総額 

1,470百万円

貸出実行残高 78 

差引額 1,391 

貸出コミットメント
の総額 

1,140百万円

貸出実行残高 13 

差引額 1,126 

貸出コミットメント
の総額 

1,570百万円

貸出実行残高 18 

差引額 1,551 



（中間連結損益計算書関係） 

前中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

※１ 固定資産売却益は、土地30百万円ほか

である。 

※１ 固定資産売却益は、土地363百万円ほ

かである。 

※１ 固定資産売却益は、土地989百万円、

建物及び構築物874百万円ほかである。 

※２ 固定資産処分損は、土地２百万円、建

物及び構築物5,816百万円、機械装置及

び運搬具236百万円、工具器具備品642百

万円、ソフトウェア1,000百万円ほかで

ある。 

※２ 固定資産処分損は、土地304百万円、

建物及び構築物1,379百万円、機械装置

及び運搬具123百万円、工具器具備品246 

 百万円ほかである。 

※２ 固定資産処分損は、土地553百万円、

建物及び構築物8,560百万円、機械装置

及び運搬具500百万円、工具器具備品

1,447百万円、ソフトウェア1,821百万円

ほかである。 

※３     ───── ※３ 減損損失 

   当中間連結会計期間において、当社グ

ループは、以下の資産グループについて 

  減損損失を計上している。 

※３     ───── 

  
  
用途 種類 場所

ゴルフ場 土地、建物及
び構築物等 

北海道苫小牧市
他 

その他の
事業資産 

土地 大阪府大阪市他 

遊休資産 土地等 静岡県伊東市他 

  

     当社グループは、他の資産又は資産グ

ループのキャッシュ・フローから概ね独

立したキャッシュ・フローを生み出す最

小の単位として、事業単位をもとに資産

のグループ化を行なっている。 

 このうち、事業資産においては景気停

滞の長期化に伴い収益性の低下が引き続

き見込まれること、また遊休資産におい

ては地価の著しい下落に伴い回収可能価

額が低下したことにより、当中間連結会

計期間において、帳簿価額を回収可能価

額まで減額し、当該減少額を減損損失

（13,209百万円）として特別損失に計上

している。その内訳は、建物及び構築物

7,170百万円、土地5,827百万円及びその

他211百万円である。 

 なお、これらの資産グループの回収可

能価額は正味売却価額または使用価値に

より測定しており、正味売却価額は、路

線価等に基づいて時価を合理的に見積も

る方法により算出した金額を使用してい

る。また、回収可能価額を使用価値によ

り測定している場合には、将来キャッシ

ュ・フローを5.2％で割り引いて算定して

いる。 

 このほか、持分法適用関連会社でも同

様の方法により減損損失を計上してお

り、当社持分相当額を持分法による投資

損益（14百万円）として取り込んでい

る。 

  



（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

  

  

  次へ 

前中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

※ 現金及び現金同等物の中間連結会計期間

末残高と中間連結貸借対照表に掲記されて

いる科目の金額との関係 

※ 現金及び現金同等物の中間連結会計期間

末残高と中間連結貸借対照表に掲記されて

いる科目の金額との関係 

※ 現金及び現金同等物の連結会計年度末残

高と連結貸借対照表に掲記されている科目

の金額との関係 
  

  

  （百万円）

現金及び預金勘定 257,746

預入期間が３ヶ月を超える
定期預金 

△1,488

有価証券のうち３ヶ月以内
満期短期投資 

0

短期借入金のうち当座借越 △32

現金及び現金同等物 256,226

  

  

  （百万円）

現金及び預金勘定 197,819

預入期間が３ヶ月を超える
定期預金 

△2,119

有価証券のうち３ヶ月以内
満期短期投資 

0

短期借入金のうち当座借越 △124

現金及び現金同等物 195,576

  （百万円）

現金及び預金勘定 252,573

預入期間が３ヶ月を超える
定期預金 

△1,513

有価証券のうち３ヶ月以内
満期短期投資 

0

その他流動資産のうち３ヶ
月以内満期短期投資 

9,998

短期借入金のうち当座借越 △126

現金及び現金同等物 260,933



（リース取引関係） 

  

  

  次へ 

前中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

（借主側） （借主側） （借主側） 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リー

ス取引 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リー

ス取引 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リー

ス取引 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償

却累計額相当額及び中間期末残高相当額 

(1)リース物件の取得価額相当額、減価償

却累計額相当額、減損損失累計額相当額

及び中間期末残高相当額 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償

却累計額相当額及び期末残高相当額 

  

  
取得価額
相当額 
(百万円) 

減価償却
累計額相
当額 
(百万円) 

中間期末
残高相当
額 
(百万円)

航空機 575,356 210,160 365,196

機械装置及
び運搬具 

3,747 1,674 2,072

その他 15,818 7,510 8,307

合計 594,922 219,345 375,577

  

  
取得価額
相当額 
(百万円)

減価償却
累計額相
当額 
(百万円)

中間期末
残高相当
額 
(百万円)

航空機 581,262 177,153 404,108

機械装置及
び運搬具 

4,252 1,934 2,317

その他 12,671 6,262 6,408

合計 598,186 185,351 412,835

取得価額
相当額 
(百万円) 

減価償却
累計額相
当額 
(百万円) 

期末残高
相当額 
(百万円)

航空機 571,954 192,296 379,657

機械装置及
び運搬具 

4,116 1,819 2,296

その他 12,400 5,457 6,942

合計 588,471 199,574 388,896

(2)未経過リース料中間期末残高相当額 (2)未経過リース料中間期末残高相当額等 

  未経過リース料中間期末残高相当額 

(2）未経過リース料期末残高相当額 

  
  （百万円）

１年内 50,506

１年超 332,326

合計 382,832

  
  （百万円）

１年内 51,781

１年超 367,924

合計 419,706

  （百万円）

１年内 51,004

１年超 345,002

合計 396,007

(3）支払リース料、減価償却費相当額及び

支払利息相当額 

(3)支払リース料、リース資産減損勘定の

取崩額、減価償却費相当額、支払利息相

当額及び減損損失 

(3）支払リース料、減価償却費相当額及び

支払利息相当額 

  
  （百万円）

支払リース料 28,677

減価償却費相当額 25,607

支払利息相当額 2,673

  
  （百万円）

支払リース料 29,217

減価償却費相当額 26,930

支払利息相当額 2,731

  （百万円）

支払リース料 59,541

減価償却費相当額 53,438

支払利息相当額 5,550

(4）減価償却費相当額の算定方法 (4）減価償却費相当額の算定方法 (4）減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残存価額

を零とする定額法によっている。 

同左 同左 

(5）利息相当額の算定方法 (5）利息相当額の算定方法 (5）利息相当額の算定方法 

 リース料総額とリース物件の取得価額

相当額との差額を利息相当額とし、各期

への配分方法については利息法によって

いる。 

同左 同左 

２．オペレーティング・リース取引 ２．オペレーティング・リース取引 ２．オペレーティング・リース取引 

未経過リース料 未経過リース料 未経過リース料 
  

  （百万円）

１年内 24,907

１年超 135,595

合計 160,502

  
  （百万円）

１年内 25,733

１年超 187,021

合計 212,755

  （百万円）

１年内 27,274

１年超 164,947

合計 192,222

  （減損損失について） 

 リース資産に配分された減損損失はない。 

  



  

  

  次へ 

  

前中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

（貸主側） （貸主側） （貸主側） 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リー

ス取引 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リー

ス取引 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リー

ス取引 

(1）リース物件の取得価額、減価償却累計

額及び中間期末残高 

(1)リース物件の取得価額、減価償却累計

額、減損損失累計額及び中間期末残高 

(1）リース物件の取得価額、減価償却累計

額及び期末残高 
  

  
取得価額 
(百万円) 

減価償却
累計額 
(百万円) 

中間期末
残高 
(百万円)

航空機 347 342 5

機械装置及
び運搬具 

1,110 860 249

その他 1,058 644 414

合計 2,516 1,847 669

  

  

  
取得価額
(百万円)

減価償却
累計額 
(百万円)

中間期末
残高 
(百万円)

機械装置及
び運搬具 

1,121 971 150

その他 718 440 278

合計 1,839 1,411 428

  

取得価額 
(百万円) 

減価償却
累計額 
(百万円) 

期末残高
(百万円)

機械装置及
び運搬具 

1,098 915 182

その他 842 505 336

合計 1,940 1,421 519

(2)未経過リース料中間期末残高相当額 (2)未経過リース料中間期末残高相当額 (2）未経過リース料期末残高相当額 
  

  （百万円）

１年内 346

１年超 349

合計 696

  
  （百万円）

１年内 209

１年超 230

合計 440

  （百万円）

１年内 289

１年超 251

合計 540

(3）受取リース料、減価償却費及び受取利

息相当額 

(3)受取リース料、減価償却費及び受取利

息相当額 

(3）受取リース料、減価償却費及び受取利

息相当額 
  
  （百万円）

受取リース料 257

減価償却費 222

受取利息相当額 17

  
  （百万円）

受取リース料 168

減価償却費 150

受取利息相当額 9

  （百万円）

受取リース料 467

減価償却費 409

受取利息相当額 27

(4)利息相当額の算定方法 (4)利息相当額の算定方法 (4）利息相当額の算定方法 

 リース料総額と見積残存価額の合計額

からリース物件の購入価額を控除した額

を利息相当額とし、各期への配分方法に

ついては利息法によっている。 

同左 同左 

２．オペレーティング・リース取引 ２．オペレーティング・リース取引 ２．オペレーティング・リース取引 

未経過リース料 未経過リース料 未経過リース料 
  

  （百万円）

１年内 15

１年超 7

合計 23

  
  （百万円）

１年内 7

１年超 -

合計 7

  （百万円）

１年内 15

１年超 －

合計 15

  （減損損失について） 

 リース資産に配分された減損損失はない。 

  



（有価証券関係） 

前中間連結会計期間 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

  

２．時価評価されていない有価証券の主な内容 

  

当中間連結会計期間 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

  

２．時価評価されていない有価証券の主な内容 

  

区分 前中間連結会計期間末（平成16年９月30日）

  取得原価（百万円）
中間連結貸借対照表計上額

（百万円） 
差額（百万円） 

① 株式 13,498 17,979 4,481 

② 債券 169 173 4 

③ その他 867 863 △3 

計 14,535 19,017 4,481 

区分 前中間連結会計期間末（平成16年９月30日） 

その他有価証券 中間連結貸借対照表計上額（百万円） 

① マネー・マネジメント・ファンド 0 

② 非上場株式（店頭売買株式を除く） 26,731 

③ その他 111 

計 26,843 

区分 当中間連結会計期間末（平成17年９月30日）

  取得原価（百万円）
中間連結貸借対照表計上額

（百万円） 
差額（百万円） 

① 株式 16,866 26,375 9,509 

② 債券 27 29 1 

③ その他 5,785 5,797 12 

計 22,679 32,202 9,523 

区分 当中間連結会計期間末（平成17年９月30日） 

その他有価証券 中間連結貸借対照表計上額（百万円） 

① マネー・マネジメント・ファンド 0 

② 非上場株式 27,028 

③ その他 339 

計 27,369 



前連結会計年度 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

  

２．時価評価されていない有価証券の主な内容 

  

（デリバティブ取引関係） 

前中間連結会計期間末（平成16年９月30日） 

デリバティブ取引にはヘッジ会計が適用されており、開示すべき取引はない。 

  

当中間連結会計期間末（平成17年９月30日） 

デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益の状況 

 （注） ヘッジ会計が適用されている取引については、開示の対象から除いている。 

  

前連結会計年度（平成17年３月31日） 

デリバティブ取引にはヘッジ会計が適用されており、開示すべき取引はない。 

  

  

区分 前連結会計年度末（平成17年３月31日）

  取得原価（百万円）
連結貸借対照表計上額

（百万円） 
差額（百万円） 

① 株式 16,596 23,021 6,424 

② 債券 69 72 2 

③ その他 1,055 1,060 4 

計 17,721 24,153 6,431 

区分 前連結会計年度末（平成17年３月31日） 

その他有価証券 連結貸借対照表計上額（百万円） 

① マネー・マネジメント・ファンド 0 

② 非上場株式 26,742 

③ その他 108 

計 26,851 

対象物の種類 取引の種類
契約額等（百万円）
括弧内はオプション料 

時価（百万円） 評価損益（百万円）

コモディティ オプション取引
103,957
(815) 

1,414 2,229 



（セグメント情報） 

【事業の種類別セグメント情報】 

 （注）１．事業区分には、内部管理上採用している区分によっている。 

その他事業には、ホテル・リゾート事業、カード・リース事業及び商事・流通事業その他の事業が含まれている。 

２．「中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」４．(5）②に記載したとおり、連結子会社である㈱日本航空

インターナショナルを母体企業とする日本航空厚生年金基金は、平成16年９月10日付で現行制度に加え、キャッシュバ

ランス類似制度等を選択制にて導入することを決定している。 

この結果、航空運送事業セグメントの当中間連結会計期間における営業利益が62,401百万円増加している。 

  

  

前中間連結会計期間
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

航空運送
事業 
（百万円） 

航空運送
関連事業 
（百万円）

旅行企画
販売事業 
（百万円）

その他事
業 
（百万円）

計
（百万円）

消去又は
全社 
（百万円） 

連結 
（百万円）

１．売上高及び営業損益    

売上高    

① 外部顧客に対する売
上高 

754,446 49,067 200,284 71,963 1,075,762 － 1,075,762

② セグメント間の内部
売上高又は振替高 

109,733 93,818 21,503 55,464 280,520 (280,520) －

計 864,180 142,886 221,788 127,427 1,356,282 (280,520) 1,075,762

営業費用 787,074 139,384 220,688 121,818 1,268,965 (280,103) 988,862

営業利益 77,106 3,501 1,099 5,609 87,316 (416) 86,899



 （注）１．事業区分は、内部管理上採用している区分によっている。 

２．「その他事業」には、ホテル・リゾート事業及び商事・流通その他事業が含まれている。 

３．従来、その他事業に含めていたカード・リース事業については、重要性が高まったことに伴い、当中間連結会計期間よ

り個別表示している。なお、前中間連結会計期間については、カード・リース事業の売上高29,805百万円（外部顧客に

対する売上高10,775百万円、セグメント間の内部売上高又は振替高19,029百万円）、営業費用27,681百万円、営業利益

2,123百万円がその他事業に含まれている。 

  

  
当中間連結会計期間

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

  
航空運
送事業 
(百万円) 

航空運
送関連
事業 
(百万円) 

旅行企
画販売
事業 
(百万円)

カード・
リース 
事業 
(百万円) 

その他
事業 
(百万円)

計
（百万円）

消去又
は全社 
(百万円) 

連結 
（百万円）

１．売上高及び営業損益   

売上高   

① 外部顧客に対する売
上高 

773,463 64,192 200,445 7,033 67,212 1,112,346 － 1,112,346

② セグメント間の内部
売上高又は振替高 

110,998 94,858 18,114 23,054 34,797 281,824 (281,824) －

計 884,461 159,051 218,560 30,087 102,010 1,394,171 (281,824) 1,112,346

営業費用 877,755 156,479 216,883 27,776 99,029 1,377,924 (281,363) 1,096,561

営業利益 6,705 2,571 1,677 2,311 2,980 16,246 (461) 15,785



 （注）１．事業区分は、内部管理上採用している区分によっている。 

その他事業には、ホテル・リゾート事業、カード・リース事業及び商事・流通その他事業が含まれている。 

２．「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」４．(5）②に記載したとおり、連結子会社である㈱日本航空イン

ターナショナルを母体企業とする日本航空厚生年金基金は、平成16年９月10日付で現行制度に加え、キャッシュバラン

ス類似制度等を選択制にて導入することを決定している。 

この結果、航空運送事業セグメントの当連結会計年度における営業利益が51,292百万円増加している。 

なお、当中間連結会計期間には上記決定に基き航空運送事業セグメントの営業利益を62,401百万円増加させる処理を

行ったが、当連結会計年度下期に申請および認可された規約内容が上記決定内容から一部変更となったため、当連結会

計年度末においてはこの事実を反映した処理を行っている。 

  

【所在地別セグメント情報】 

 前中間連結会計期間（自平成16年４月１日 至平成16年９月30日） 

 本邦の売上高は、全セグメントの売上高の合計額に占める割合が90％超であるため、所在地別セグメント情報の記載を省

略した。 

  

 当中間連結会計期間（自平成17年４月１日 至平成17年９月30日） 

 本邦の売上高は、全セグメントの売上高の合計額に占める割合が90％超であるため、所在地別セグメント情報の記載を省

略した。 

  

 前連結会計年度（自平成16年４月１日 至平成17年３月31日） 

 本邦の売上高及び資産の金額は、全セグメントの売上高の合計及び全セグメントの資産の金額の合計額に占める割合がい

ずれも90％超であるため、所在地別セグメント情報の記載を省略した。 

  

  

  

前連結会計年度
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

航空運送
事業 
（百万円） 

航空運送
関連事業 
（百万円）

旅行企画
販売事業 
（百万円）

その他事
業 
（百万円）

計
（百万円）

消去又は
全社 
（百万円） 

連結 
（百万円）

１．売上高及び営業損益    

売上高    

① 外部顧客に対する売
上高 

1,493,701 103,157 381,784 151,232 2,129,876 － 2,129,876

② セグメント間の内部
売上高又は振替高 

207,666 190,618 42,755 116,857 557,897 (557,897) －

計 1,701,367 293,776 424,539 268,090 2,687,774 (557,897) 2,129,876

営業費用 1,659,709 288,443 424,813 257,994 2,630,961 (557,234) 2,073,727

営業利益又は損失
（△） 

41,658 5,332 △273 10,095 56,812 (663) 56,149



【海外売上高】 

  

  

 （注）１．海外売上高は、㈱日本航空インターナショナル、日本アジア航空㈱、㈱ジャルウェイズの国際線売上高及び本邦に所在

する連結子会社の輸出高及び本邦以外の国に所在する連結子会社の本邦以外の国または地域における売上高の合計額で

ある。 

２．国又は地域の区分の方法及び各区分に属する主な国又は地域 

(1）国又は地域の区分の方法 

 地理的近接度により区分した。 

(2）各区分に属する主な国又は地域 

  

  

前中間連結会計期間
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

アジア・オセアニア 米州 欧州 計 

Ⅰ 海外売上高（百万円） 218,381 181,305 112,825 512,512

Ⅱ 連結売上高（百万円）   1,075,762

Ⅲ 連結売上高に占める海外
売上高の割合（％） 

20.3 16.8 10.5 47.6

  

当中間連結会計期間
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

アジア・オセアニア 米州 欧州 計 

Ⅰ 海外売上高（百万円） 221,206 187,962 109,692 518,861

Ⅱ 連結売上高（百万円）   1,112,346

Ⅲ 連結売上高に占める海外
売上高の割合（％） 

19.9 16.9 9.8 46.6

  

前連結会計年度
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

アジア・オセアニア 米州 欧州 計 

Ⅰ 海外売上高（百万円） 449,282 351,864 211,176 1,012,322

Ⅱ 連結売上高（百万円）   2,129,876

Ⅲ 連結売上高に占める海外
売上高の割合（％） 

21.1 16.5 9.9 47.5

  アジア・ 
オセアニア 

： 中国、韓国、シンガポール、インド、オーストラリア、グアム 

  米州 ： アメリカ合衆国（除くグアム）、カナダ、メキシコ、ブラジル 

  欧州 ： イギリス、フランス、ドイツ、イタリア 



（１株当たり情報） 

 （注） １．当中間連結会計期間の潜在株式調整後１株当たり中間純利益金額については、潜在株式が存在するものの１株当たり

中間純損失であるため、記載していない。 

２．１株当たり中間（当期）純利益又は純損失金額及び潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益金額の算定上の基

礎は、以下のとおりである。 

  

項目 
前中間連結会計期間
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日)

１株当たり純資産額（円） 123.89 90.23 98.34 

１株当たり中間（当期）純利益又は純
損失（△）金額（円） 

42.14 △6.08 15.24 

潜在株式調整後１株当たり中間（当
期）純利益金額（円） 

37.78 － 13.66 

  
前中間連結会計期間
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日)

１株当たり中間（当期）純利益又は純
損失（△）金額 

   

中間（当期）純利益又は純損失
（△）（百万円） 

82,962 △12,042 30,096 

普通株主に帰属しない金額 
（百万円） 

－ － 43 

（うち利益処分による役員賞与金 
（百万円）） 

－ － （43） 

普通株式に係る中間（当期）純利益
又は純損失（△）（百万円） 

82,962 △12,042 30,053 

期中平均株式数（千株） 1,968,685 1,979,820 1,972,336 

     

潜在株式調整後１株当たり中間（当
期）純利益金額 

   

中間（当期）純利益調整額 

（百万円） 
－ － － 

（うち支払利息（税額相当額控除
後）） 

－ － － 

（うち事務手数料（税額相当額控除
後）） 

－ － － 

普通株式増加数（千株） 227,272 － 227,272 

（うち転換社債型新株予約権付社
債） 

（227,272）        － （227,272） 

希薄化効果を有しないため、潜在株式
調整後１株当たり中間（当期）純利益
金額の算定に含めなかった潜在株式の
概要 

－ 

2011年満期ユーロ円建
保証付転換社債型新株
予約権付社債（券面総
額100,000百万円）並
びに新株予約権１種類
（新株予約権の数
100,000個）。 

なお、これらの概要は
「第４提出会社の状
況、１株式等の状況、
(2)新株予約権等の状
況」に記載のとおりで
ある。 

－ 



（重要な後発事象） 

  

(2）【その他】 

 該当事項なし。 

  

  

  

前中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

────── （重要な後発事象） ────── 

  １．提出会社の100％子会社である

株式会社日本航空インターナショ

ナルと、同じく100％子会社であ

る株式会社ジャルセールスは、平

成17年10月５日の両社取締役会に

おいて、平成18年４月１日に株式

会社日本航空インターナショナル

を存続会社として両社を合併する

方針を決議した。 

また同日、株式会社日本航空イン

ターナショナルと、同じく100％

子会社である株式会社日本航空ジ

ャパンは両社取締役会において、

平成18年10月１日に株式会社日本

航空インターナショナルを存続会

社として両社を合併する方針を決

議した。 

  

  ２．提出会社の100％子会社である

株式会社日本航空インターナショ

ナルは、平成17年10月１日より退

職金の一部について現行制度に加

え、確定拠出年金と退職金前払に

移行できる制度を導入している。 

これに伴い、当連結会計年度にお

いて特別利益6,810百万円を計上

する予定である。 

  



２【中間財務諸表等】 

(1）【中間財務諸表】 

①【中間貸借対照表】 

  

    
前中間会計期間末 
（平成16年９月30日） 

当中間会計期間末
（平成17年９月30日） 

前事業年度末 
（平成17年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

資産の部       

Ⅰ 流動資産       

１．現金及び預金   88,253  15,064 14,614  

２．営業未収入金   2,754  2,055 2,546  

３．１年内回収関係会
社長期貸付金 

  45,293  47,523 44,235  

４．前払費用   42  46 30  

５．未収入金   2,956  5,365 5,525  

６．繰延税金資産   22  16 12  

７．その他   34  34 16  

流動資産合計    139,356 13.8 70,106 7.1  66,981 6.6

Ⅱ 固定資産       

(1）有形固定資産       

工具器具備品   51  39 43  

有形固定資産合
計 

※１  51 39  43 

(2）無形固定資産       

１．ソフトウェア   15  13 15  

２．その他   0  0 0  

無形固定資産合
計 

   15 13  15 

(3）投資その他の資産       

１．関係会社株式 ※２ 310,387  361,038 362,076  

２．関係会社長期貸
付金 

  561,659  561,213 587,193  

３．繰延税金資産   19  82 137  

４．その他   0  22 22  

投資その他の資
産合計 

   872,067 922,355  949,430 

固定資産合計    872,135 86.2 922,409 92.9  949,488 93.4

Ⅲ 繰延資産       

１．創立費   326  195 261  

２．社債発行費   111  41 76  

繰延資産合計    437 0.0 237 0.0  337 0.0

資産合計    1,011,929 100.0 992,753 100.0  1,016,808 100.0



  

  

    
前中間会計期間末 
（平成16年９月30日） 

当中間会計期間末
（平成17年９月30日） 

前事業年度末 
（平成17年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

負債の部       

Ⅰ 流動負債       

１．営業未払金   611  474 621  

２．関係会社短期借入
金 

  3,000  － －  

３．１年内に返済を要
する長期借入金 

※２ 45,293  47,523 44,235  

４．未払金 ※３ 3,047  477 5,296  

５．未払法人税等   61  3,467 26  

６．未払費用   2,687  2,205 2,267  

７．その他   13  85 8  

流動負債合計    54,715 5.4 54,234 5.5  52,457 5.2

Ⅱ 固定負債       

１．社債   130,000  130,000 130,000  

２．長期借入金 ※２ 531,659  531,213 557,193  

３．退職給付引当金   3  12 6  

４．その他   －  145 185  

固定負債合計    661,662 65.4 661,370 66.6  687,385 67.6

負債合計    716,378 70.8 715,605 72.1  739,842 72.8

資本の部       

Ⅰ 資本金    100,000 9.9 100,000 10.1  100,000 9.8

Ⅱ 資本剰余金       

(1）資本準備金    105,069 105,069  105,069 

(2）その他資本剰余金       

１．資本準備金減少
差益 

  81,887  63,406 63,406  

２．自己株式処分差
益 

  47  50 48  

その他資本剰余
金合計 

   81,934 63,456  63,455 

資本剰余金合計    187,004 18.5 168,526 17.0  168,524 16.6

Ⅲ 利益剰余金       

中間（当期）未処
分利益 

  9,011  9,227 8,984  

利益剰余金合計    9,011 0.9 9,227 0.9  8,984 0.9

Ⅳ 自己株式    △463 △0.1 △606 △0.1  △543 △0.1

資本合計    295,551 29.2 277,147 27.9  276,965 27.2

負債資本合計    1,011,929 100.0 992,753 100.0  1,016,808 100.0



②【中間損益計算書】 

  

  

  次へ 

    
前中間会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度要約損益計算書 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円）
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

Ⅰ 事業収益    8,358 100.0 15,729 100.0  16,197 100.0

Ⅱ 事業費    4,713 56.4 4,515 28.7  9,238 57.0

営業総利益    3,644 43.6 11,214 71.3  6,958 43.0

Ⅲ 販売費及び一般管理
費 

   3,203 38.3 2,785 17.7  6,341 39.2

営業利益    441 5.3 8,429 53.6  617 3.8

Ⅳ 営業外収益       

１．受取利息   9  0 17  

２．その他   20 29 0.4 55 56 0.3 22 39 0.2

Ⅴ 営業外費用       

１．支払利息   9  0 13  

２．創立費償却   65  65 130  

３．その他   12 87 1.1 28 93 0.6 23 167 1.0

経常利益    383 4.6 8,391 53.3  489 3.0

Ⅵ 特別損失       

１．固定資産処分損   －  － 3  

２．子会社株式評価損   － － － － － － 103 106 0.6

税引前中間(当期)
純利益 

   383 4.6 8,391 53.3  382 2.4

法人税、住民税及
び事業税 

  68  175 203  

法人税等調整額   17 85 1.0 51 226 1.4 △91 112 0.7

中間(当期)純利益    297 3.6 8,165 51.9  270 1.7

前期繰越利益    8,713 1,062  8,713 

中間(当期)未処分
利益 

   9,011 9,227  8,984 



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

項目 
前中間会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

１．有価証券の評価

基準及び評価方法 

子会社株式 子会社株式 子会社株式 

移動平均法による原価法を

採用している。 

同左 同左 

２．有形固定資産の

減価償却方法 

定額法 同左 同左 

主な耐用年数     

  
  

工具器具備品 ５～10年    

３．無形固定資産の

減価償却方法 

定額法 同左 同左 

自社利用のソフトウェアにつ

いては、社内における利用可

能期間（５年）に基づく定額

法。 

    

４．繰延資産の処理

方法 

(1）創立費 (1）創立費 (1）創立費 

商法施行規則の規定に基

づき５年間の均等償却を

行っている。 

同左 同左 

  (2）社債発行費 (2）社債発行費 (2）社債発行費 

  商法施行規則の規定に基

づき３年間の均等償却を

行っている。 

同左 同左 

５．引当金の計上基

準 

退職給付引当金 退職給付引当金 退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるた

め、当事業年度末における退

職給付債務の見込額に基づ

き、当中間会計期間末におい

て発生していると認められる

額を計上している。 

同左 従業員の退職給付に備えるた

め、当事業年度末における退

職給付債務の見込額に基づき

計上している。 

６．リース取引の処

理方法 

リース物件の所有権が借主に

移転すると認められるもの以

外のファイナンス・リース取

引については、通常の賃貸借

取引に係る方法に準じた会計

処理によっている。 

同左 同左 

７．ヘッジ会計の方

法 

(1）ヘッジ会計の方法 (1）ヘッジ会計の方法 (1）ヘッジ会計の方法 

特例処理の要件を満たす

金利スワップについて

は、特例処理を採用して

いる。 

同左 同左 



  

中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

  

  

  次へ 

項目 
前中間会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

  (2）ヘッジ手段とヘッジ対象

及びヘッジ方針 

(2）ヘッジ手段とヘッジ対象

及びヘッジ方針 

(2）ヘッジ手段とヘッジ対象

及びヘッジ方針 

  金融負債については、将

来の金利変動による支払

額に及ぼす影響を限定す

る目的で金利スワップ取

引を利用している。 

同左 同左 

  (3）リスク管理体制 (3）リスク管理体制 (3）リスク管理体制 

  取引は、基本方針及び定

められた権限に基づいて

行われている。日常業務

については、契約担当部

門及び審査組織により相

互にチェックされる体制

となっている。デリバテ

ィブ取引状況は定例的に

開催される関係部長会に

報告される。 

同左 同左 

８．消費税等の会計

処理方法 

消費税及び地方消費税の会計

処理は税抜方式を採用してい

る。 

同左 同左 

９．連結納税制度の

適用 

連結納税制度を適用してい

る。 

同左 同左 

前中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

────── （固定資産の減損に係る会計基準） ────── 

   当中間会計期間より、固定資産の

減損に係る会計基準（「固定資産の

減損に係る会計基準の設定に関する

意見書」（企業会計審議会 平成14

年８月９日））及び「固定資産の減

損に係る会計基準の適用指針」（企

業会計基準適用指針第６号 平成15

年10月31日）を適用している。 

 これによる当中間会計期間の損益

に与える影響はない。 

  



注記事項 

（中間貸借対照表関係） 

  

（中間損益計算書関係） 

  

  

  次へ 

前中間会計期間末 
（平成16年９月30日） 

当中間会計期間末
（平成17年９月30日） 

前事業年度末 
（平成17年３月31日） 

※１．有形固定資産の減価償却累計

額 

※１．有形固定資産の減価償却累計

額 

※１．有形固定資産の減価償却累計

額 

14百万円 20百万円 16百万円 

※２．  ────── 
 
※２．担保資産 15,792百万円

（内訳）関係会
社株式

(15,792) 

対象長期借入
金等 

305,267百万円

※２．担保資産 15,342百万円

（内訳）関係会
社株式 

(15,342) 

対象長期借入
金等 

322,364百万円

   なお担保提供資産には、子会

社である㈱日本航空インターナ

ショナルの銀行借入金4,770百

万円に対し、物上保証に供して

いる資産を含んでいる。 

 なお担保提供資産には、子会

社である㈱日本航空インターナ

ショナルの銀行借入金5,156百

万円に対し、物上保証に供して

いる資産を含んでいる。 

※３．未払金には仮払消費税等と仮

受消費税等の相殺金額34百万円

が含まれている。 

※３．未払金には仮払消費税等と仮

受消費税等の相殺金額19百万円

が含まれている。 

※３．  ────── 

 ４．偶発債務  ４．偶発債務  ４．偶発債務 

保証債務の内訳は、次のとお

りである。 

保証債務の内訳は、次のとお

りである。 

保証債務の内訳は、次のとお

りである。 

（リース債務に対する保証） （リース債務に対する保証） （リース債務に対する保証） 
  

㈱ジャルキャ
ピタル 

305,795百万円

㈱日本航空イ
ンターナショ
ナル 

230,187 

㈱日本航空ジ
ャパン 

34,772 

計 570,755 

 
㈱ジャルキャ
ピタル 

405,487百万円

㈱日本航空イ
ンターナショ
ナル 

187,597 

㈱日本航空ジ
ャパン 

32,236 

計 625,321 

㈱ジャルキャ
ピタル 

348,992百万円

㈱日本航空イ
ンターナショ
ナル 

203,604 

㈱日本航空ジ
ャパン 

33,509 

計 586,106 

（銀行借入に対する保証） （銀行借入に対する保証） （銀行借入に対する保証） 
  

  

㈱日本航空イ
ンターナショ
ナル 

94,140百万円

計 94,140 

 
㈱日本航空イ
ンターナショ
ナル 

72,944百万円

㈱ジャルキャ
ピタル 

1,000 

計 73,944 

㈱日本航空イ
ンターナショ
ナル 

81,572百万円

㈱ジャルキャ
ピタル 

1,000 

計 82,572 

前中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

 １．減価償却実施額  １．減価償却実施額  １．減価償却実施額 

6百万円 5百万円 11百万円 

（内訳） （内訳） （内訳） 
  

有形固定資産 4百万円

無形固定資産 1百万円

  
有形固定資産 3百万円

無形固定資産 2百万円

有形固定資産 8百万円

無形固定資産 3百万円



（リース取引関係） 

  

  

  次へ 

前中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

１．リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引 

１．リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引 

１．リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引 

(1）リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及び

中間期末残高相当額 

(1）リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額、減

損損失累計額相当額及び中間期

末残高相当額 

(1）リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及び

期末残高相当額 

  

  

取得価
額相当
額 
(百万円) 

減価償
却累計
額相当
額 
(百万円) 

中間期
末残高
相当額 
(百万円)

車両 14 3 10

合計 14 3 10

  

  

取得価
額相当
額 
(百万円)

減価償
却累計
額相当
額 
(百万円)

中間期
末残高
相当額 
(百万円)

車両 14 8 5

合計 14 8 5

取得価
額相当
額 
(百万円)

減価償
却累計
額相当
額 
(百万円) 

期末残
高相当
額 
(百万円) 

車両 14 6 7 

合計 14 6 7 

(2）未経過リース料中間期末残高

相当額 

(2）未経過リース料中間期末残高

相当額等 

(2）未経過リース料期末残高相当

額 

  未経過リース料中間期末残高相

当額 

  

  
  （百万円）

１年内 4 

１年超 5 

合計 10 

  
  （百万円）

１年内 4 

１年超 1 

合計 5 

  （百万円）

１年内 4 

１年超 3 

合計 8 

(3）支払リース料、減価償却費相

当額及び支払利息相当額 

(3）支払リース料、リース資産減

損勘定の取崩額、減価償却費相

当額、支払利息相当額及び減損

損失 

(3）支払リース料、減価償却費相

当額及び支払利息相当額 

  
  （百万円）

支払リース料 2 

減価償却費相当額 2 

支払利息相当額 0 

  
  （百万円）

支払リース料 2 

減価償却費相当額 2 

支払利息相当額 0 

  （百万円）

支払リース料 4 

減価償却費相当額 4 

支払利息相当額 0 

(4）減価償却費相当額の算定方法 (4）減価償却費相当額の算定方法 (4）減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、

残存価格を零とする定額法によ

っている。 

同左 同左 

(5）利息相当額の算定方法 (5）利息相当額の算定方法 (5）利息相当額の算定方法 

 リース料総額とリース物件の

取得価額相当額との差額を利息

相当額とし、各期への配分方法

については、利息法によってい

る。 

同左 同左 

  （減損損失について）   

   リース資産に配分された減損損失

はない。 

  



（有価証券関係） 

 前中間会計期間末において子会社株式で時価のあるものはない。 

  

当中間会計期間末（平成17年９月30日） 

 子会社株式で時価のあるもの 

  

前事業年度末（平成17年３月31日） 

 子会社株式で時価のあるもの 

  

（１株当たり情報） 

 中間連結財務諸表を作成しているため、記載を省略している。 

  

  
中間貸借対照表計上額 

（百万円） 
時価（百万円） 差額（百万円） 

子会社株式 15,792 15,626 △166 

合計 15,792 15,626 △166 

  貸借対照表計上額（百万円） 時価（百万円） 差額（百万円） 

子会社株式 15,792 15,628 △164 

合計 15,792 15,628 △164 



（重要な後発事象） 

  

  

前中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当社は平成16年11月24日開催の取締

役会決議により、平成16年11月24日

に当社100％子会社である株式会社

日本航空インターナショナルが保有

していた株式会社JALUXの株式

6,890,900株のうち、発行済株式総

数の51.0％に当たる6,515,900株を

13,259百万円で取得し直接出資子会

社とした。また、当社100％子会社

である株式会社日本航空インターナ

ショナル及び株式会社日本航空ジャ

パンが各々発行済株式総数の

51.4％、11.6％を保有していた株式

会社エージーピーの株式計

8,791,000株を2,452百万円で取得し

直接出資子会社とした。この買取に

より、当社の株式保有割合は株式会

社JALUX51.0％、株式会社エージー

ピー63.0％となった。 

当社の100％子会社である株式会社

日本航空インターナショナルと、同

じく100％子会社である株式会社ジ

ャルセールスは、平成17年10月５日

の両社取締役会において、平成18年

４月１日に株式会社日本航空インタ

ーナショナルを存続会社として両社

を合併する方針を決議した。 

また同日、株式会社日本航空インタ

ーナショナルと、同じく100％子会

社である株式会社日本航空ジャパン

は両社取締役会において、平成18年

10月１日に株式会社日本航空インタ

ーナショナルを存続会社として両社

を合併する方針を決議した。 

────── 



(2）【その他】 

 該当事項なし。 

  

  



第６【提出会社の参考情報】 

  

 当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出している。 

  

(1）有価証券報告書及びその添付書類 

 事業年度（第３期）（自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日）平成17年６月29日関東財務局長に提出。 

  

(2）訂正発行登録書（普通社債）及びその添付書類 

 平成17年７月22日関東財務局長に提出 

 平成17年８月30日関東財務局長に提出 

  



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

  

第１【保証会社情報】 

  

１【保証の対象となっている社債】 

社債の名称 株式会社日本航空システム第１回無担保社債（日本航空株式会社及び株式会社日本エアシステム保証付） 

発行年月 平成15年12月18日 

券面総額 100億円 

償還額 100億円 

当事業年度末日現在の未償還額 100億円 

上場証券取引所又は登録証券業協会名 上場および登録はしていない。 

  

社債の名称 株式会社日本航空システム第２回無担保社債（日本航空株式会社及び株式会社日本エアシステム保証付） 

発行年月 平成15年12月18日 

券面総額 100億円 

償還額 100億円 

当事業年度末日現在の未償還額 100億円 

上場証券取引所又は登録証券業協会名 上場および登録はしていない。 

  

社債の名称 株式会社日本航空システム第３回無担保社債（日本航空株式会社及び株式会社日本エアシステム保証付） 

発行年月 平成16年２月４日 

券面総額 100億円 

償還額 100億円 

当事業年度末日現在の未償還額 100億円 

上場証券取引所又は登録証券業協会名 上場および登録はしていない。 

  

社債の名称 株式会社日本航空システム2011年満期ユーロ円建保証付転換社債型新株予約権付社債（株式会社日本航空イン

ターナショナル及び株式会社日本航空ジャパン保証付） 

発行年月 平成16年４月５日 

券面総額 1,000億円 

償還額 1,000億円 

当事業年度末日現在の未償還額 1,000億円 

上場証券取引所又は登録証券業協会名 ロンドン証券取引所 

  



２【継続開示会社たる保証会社に関する事項】 

(1）【保証会社が提出した書類】 

 保証会社である株式会社日本航空インターナショナル及び株式会社日本航空ジャパンの、直近の事業年度に係る書類の提出

実績は以下の通りである。 

  

【有価証券報告書及びその添付書類】 

１．株式会社日本航空インターナショナル 

 事業年度（第55期）（自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日）平成17年６月30日関東財務局長に提出。 

  

２．株式会社日本航空ジャパン 

 事業年度（第42期）（自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日）平成17年６月30日関東財務局長に提出。 

  

【有価証券報告書の訂正報告書】 

株式会社日本航空インターナショナル 

平成17年８月30日関東財務局長に提出 

 事業年度（第54期）（自 平成15年４月１日 至 平成16年３月31日）ならびに事業年度（第55期）（自 平成16年４

月１日 至 平成17年３月31日）の有価証券報告書に係る訂正報告書であります。 

  

【半期報告書】 

１．株式会社日本航空インターナショナル 

 事業年度（第56期中）（自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日）平成17年12月16日関東財務局長に提出。 

  

２．株式会社日本航空ジャパン 

 事業年度（第43期中）（自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日）平成17年12月16日関東財務局長に提出。 

  

【上記書類を縦覧に供している場所】 

該当事項はない。 

  

第２【保証会社以外の会社の情報】 

  

該当事項はない。 

  

第３【指数等の情報】 

  

１【当該指数等の情報の開示を必要とする理由】 

該当事項はない。 

  

２【当該指数等の推移】 

該当事項はない。 

  

  



  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

独立監査人の中間監査報告書 

    平成１６年１２月１４日

株式会社日本航空     

  取締役会 御中   

  新日本監査法人   

  
指定社員 

業務執行社員 

  
  
公認会計士 原田 恒敏   印 

  
指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士 鈴木 真一郎  印 

 当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている

株式会社日本航空（旧会社名 株式会社日本航空システム）の平成１６年４月１日から平成１７年３月３１日までの

連結会計年度の中間連結会計期間（平成１６年４月１日から平成１６年９月３０日まで）に係る中間連結財務諸表、

すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結剰余金計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算

書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場か

ら中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中

間連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚

偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に

必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対

する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成

基準に準拠して、株式会社日本航空（旧会社名 株式会社日本航空システム）及び連結子会社の平成１６年９月３０

日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間連結会計期間（平成１６年４月１日から平成１６年９月３０日ま

で）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以  上 

（注）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管してお

ります。 



  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

独立監査人の中間監査報告書 

    平成１７年１２月１２日

株式会社日本航空     

  取締役会 御中   

  新日本監査法人   

  
指定社員 

業務執行社員 

  
  
公認会計士 原田 恒敏   印 

  
指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士 鈴木 真一郎  印 

  
指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士 福田 慶久   印 

 当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている

株式会社日本航空の平成１７年４月１日から平成１８年３月３１日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成 

１７年４月１日から平成１７年９月３０日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連

結損益計算書、中間連結剰余金計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間

連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明

することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中

間連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚

偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に

必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対

する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成

基準に準拠して、株式会社日本航空及び連結子会社の平成１７年９月３０日現在の財政状態並びに同日をもって終了

する中間連結会計期間（平成１７年４月１日から平成１７年９月３０日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの

状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

追記情報 

 中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更に記載のとおり、提出会社は当中間連結会計期間より

固定資産の減損に係る会計基準を適用しているため、当該基準により中間連結財務諸表を作成している。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以  上 

（注）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管してお

ります。 



  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

独立監査人の中間監査報告書 

    平成１６年１２月１４日

株式会社日本航空     

  取締役会 御中   

  新日本監査法人   

  
指定社員 

業務執行社員 

  
  
公認会計士 原田 恒敏   印 

  
指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士 鈴木 真一郎  印 

 当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている

株式会社日本航空（旧会社名 株式会社日本航空システム）の平成１６年４月１日から平成１７年３月３１日までの

第３期事業年度の中間会計期間（平成１６年４月１日から平成１６年９月３０日まで）に係る中間財務諸表、すなわ

ち、中間貸借対照表及び中間損益計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、

当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中

間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示

がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応

じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明

のための合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準

拠して、株式会社日本航空（旧会社名 株式会社日本航空システム）の平成１６年９月３０日現在の財政状態及び同

日をもって終了する中間会計期間（平成１６年４月１日から平成１６年９月３０日まで）の経営成績に関する有用な

情報を表示しているものと認める。 

  

追記情報 

 重要な後発事象に記載のとおり、会社は、平成１６年１１月２４日に子会社である株式会社日本航空インターナシ

ョナルが保有していた株式会社ＪＡＬＵＸの株式ならびに子会社である株式会社日本航空インターナショナル及び株

式会社日本航空ジャパンが保有していた株式会社エージーピーの株式を取得し、両社を直接出資子会社とした。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以  上 

（注）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管してお

ります。 



  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

独立監査人の中間監査報告書 

    平成１７年１２月１２日

株式会社日本航空     

  取締役会 御中   

  新日本監査法人   

  
指定社員 

業務執行社員 

  
  
公認会計士 原田 恒敏   印 

  
指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士 鈴木 真一郎  印 

  
指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士 福田 慶久   印 

 当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている

株式会社日本航空の平成１７年４月１日から平成１８年３月３１日までの第４期事業年度の中間会計期間（平成１７

年４月１日から平成１７年９月３０日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表及び中間損益計算書に

ついて中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財

務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中

間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示

がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応

じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明

のための合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準

拠して、株式会社日本航空の平成１７年９月３０日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成 

１７年４月１日から平成１７年９月３０日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以  上 

（注）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管してお

ります。 
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